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第 章    計画の策定にあたって 

 
 

１ 計画策定の背景と趣旨 
わが国では、令和元年１０月時点の推計人口において、６５歳以上の人口は

３，５８８万人を超えており、総人口１億２，６１６万人の２８．４％と過去

最高になっています。高齢者数は令和２４年頃まで増加し、その後も、７５歳

以上の人口割合は増加し続けることが予想されています。 

また、平均寿命が延びている一方で、介護が必要な期間が延びていることか

ら、最期まで自立した生活ができるよう、健康上の問題で日常生活が制限され

ることなく生活できる期間（健康寿命）を延ばしていくことが求められていま

す。平成１２年４月からは介護保険制度が始まり、家族だけで介護を行うので

はなく、社会全体で支え合う仕組みとして定着しました。 

高齢化の急速な進行に伴い、地域社会では高齢者をめぐるさまざまな問題が

浮かび上がってきました。一人暮らしの高齢者や高齢者のみの世帯の増加や孤

立化、認知症※高齢者の増加、介護者の負担増加や介護に伴い離職せざるを得

ない方の増加、高齢者虐待発生などの問題が顕著になってきました。 

そのため、さらに高齢化が進んでも、最期まで住み慣れた地域で自分らしい

生活を続けられるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援※などの福祉が一

体的に提供される地域包括ケアシステム※の構築を目標に、各地域において地

域支援事業※を進めています。 

そして、その先には、８０５０世帯※や介護と育児が同時期に発生するダブ

ルケアのように一つの世帯で複数の課題が存在したり、ごみ屋敷など課題を抱

えた世帯が地域から孤立している状態など、地域住民の抱える問題が複雑化す

る中で、これらのニーズ※に対応する高齢者、障がい者や生活困窮者といった

枠組を超えた包括的な支援体制の確立が急務です。地域住民や各種団体・組織

などの多様な主体が「我が事」として参画し、人と人、人と社会資源が世代や

分野を超えて「丸ごと」つながることで、住民一人ひとりの暮らしや生きがい

や地域をともに創っていく「地域共生社会※」の実現が求められています。 

新城市では、高齢者福祉に関する施策を総合的に推進するため、３年を１期

とする「新城市高齢者福祉計画」を策定しています。令和２年度には、第７期

新城市高齢者福祉計画（現計画）の計画期間が終了することから、団塊の世代※

が７５歳になる令和７（２０２５）年を見据え、国の第８期の基本指針や県の
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動向を踏まえつつ、現計画の施策の実施状況や効果を検証した上で、計画の見

直しを行いました。現計画期間である平成３０年４月からは、東三河８市町村

による介護保険事業を東三河広域連合に統合し、様々な事業を展開しています。

しかし、東三河広域連合の構成市町村の中でも、都市部の豊橋や豊川などの南

部圏域※と中山間地域の新城や北設の北部圏域※では高齢化率や世帯構成に違

いがあり、介護サービス事業所の充足率にも差があることから、介護サービス

の利用に違いが出ています。 

新城市は、平成１２年に、全国平均より速いスピードで超高齢社会※に突入

しています。すべての人が住み慣れた地域で安心して生活し、誰ひとり取り残

されることがないよう、「ふつうの（ふ）くらしの（く）しあわせ（し）」を実

現し、可能な限り自分の望む生活を続けるためには、その人自身の努力と周り

の方の協力、地域とのつながりや関係者・多職種にわたる専門職の支援、行政

の生活基盤の整備など、幅広い対応が必要です。 

本計画では、東三河広域連合が策定する第８期介護保険事業計画を踏まえつ

つ、当市の状況に合わせた様々な福祉・生活支援サービスも含めた新城市版地

域包括ケアシステムの推進を目指します。 

 
注２ 東三河広域連合第８期介護保険事業計画（抜粋）は資料編「１」に掲載しています。 

 
 

２ 計画の位置付け 
本計画は、老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第２０条の８の規定に

基づき策定するものであり、介護保険法（平成９年法律１２３号）第１１７条

の規定に基づき、東三河広域連合が策定する「介護保険事業計画」と一体性を

持ちながら策定します。 

また、「新城市地域福祉計画」の理念をベースとして、各福祉分野の計画等と

も整合性を図り、高齢者の地域生活を支援する指針とします。 
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３ 計画の期間 
この計画の期間は、令和３年度から令和５年度までの３年間とします。 

 
平成 

30 年度 
令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度

令和 
４年度

令和 
５年度

令和 
６年度

令和 
７年度 

令和 
８年度

         

 
 
 

４ 計画の推進 
第８期計画の目標設定や進行管理、評価等について情報公開し、継続的に市

民や関係機関からのニーズを把握します。また、国・県等や東三河広域連合と

の情報共有及び連携強化を図りながら、各施策を推進します。 

 

 
  

第８期新城市高齢者 

福祉計画 第９期新城市高齢者 

福祉計画 

第７期新城市高齢者 

福祉計画 

令和７年を見据えた計画の策定 
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５ 第７期新城市高齢者福祉計画の振り返り 
第８期計画を策定するにあたり、第７期計画に掲げた３つの柱について、事

業及び取組の実施状況を確認し、課題を整理しました。 

 

基本目標１．高齢者が元気で、社会参加できるまち 

いつまでも元気に過ごすことができ、自立して生活、社会参加ができるまち

づくりを目指しました。 

 

・健康相談や健康教室については、疾病等の健康管理についての相談や、運動、栄養、

口腔※、認知などの介護予防に関する健康教育を行いました。（Ｐ１３） 

・介護予防教室については、毎年１，０００人以上の方が参加しました。（Ｐ１４） 

・高齢者生きがい活動支援通所事業（ミニデイサービス）※については、地域の状況に

応じ、工夫を凝らした取り組みを実施しました。参加者が増え、事業が地域に定着

しましたが、後継者不足など新たな課題が出てきました。（Ｐ１５） 

・友愛訪問については、民生委員等を通して支援の必要な方の情報を得て、ボランテ

ィア団体により、ひとり暮らし高齢者世帯に対して月１回以上の訪問を行いました。

（Ｐ１８） 

・地域活動への参加促進として、老人福祉センターなどの高齢者福祉施設の運営やボ

ランティア活動への支援を行い、生きがいや社会活動の推進を支援しました。 

（Ｐ２１～２４） 

 
注３ 事業の取組の詳細は、各参照ページで確認できます。 

 

第７期計画の実施状況をふまえた第８期計画に向けた課題 

・運動、栄養、口腔、認知等の生活機能の低下に対しては、医師会、歯科医師会を

はじめとして多職種で連携した取組が必要です。 

・要介護状態※になるおそれのある高齢者に対しては、その前の段階から、一人ひ

とりの状況に応じたきめ細かな介護予防サービスが必要です。 

・効果的な介護予防事業の実施や自立した生活を確保するための支援の継続が必

要です。 

・元気な高齢者の生きがいづくりのひとつとして地域活動や生活支援の担い手と

して参加を呼びかけることで、地域の活性化、高齢者の生活の質の向上につなげ

ることが重要です。 
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基本目標２．高齢者の⾃⽴と⾃⼰決定を尊重するまち 

地域の中で高齢者が尊重され、尊厳を持って自らの意思や能力に応じて生活

し、自分らしい生活を送り、自らサービスを選択・決定できるまちづくりを進

めました。 

 

・高齢者能力活用推進事業については、シルバー人材センター※の会員が増加傾向にあ

り、就労だけでなく、生きがい活動にも力を入れています。また、シルバー派遣事

業については、派遣先事業所の開拓を進め、受注及び契約に結びつけ会員派遣の増

加を図りました。（Ｐ２２・２３） 

・高齢者福祉タクシー・介護タクシー・福祉有償運送※等、様々な移動手段の料金を助

成することで、高齢者の通院等、外出の促進を図りました。（Ｐ４０） 

・ひとり暮らしや高齢者夫婦等の世帯に対し、安否確認や低栄養改善など、さまざま

な福祉サービスを実施しました。（Ｐ３９～４３） 

 

第７期計画の実施状況をふまえた第８期計画に向けた課題 

・高齢者の経験や技術の有効活用を図るとともに、お互いに支え合う地域社会を

目指して社会参加する場や仕組みを検討します。 

・自立した生活を送るための生活支援体制の整備を継続します。 
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基本目標３．安心して暮らし続けられるまち 

加齢等により心身の機能が低下しても、地域の人々との連携や支え合いと、

介護保険サービスやその他の福祉サービスの活用で、安心して生活できるまち

づくりを進めてきました。 

 

・地域包括支援センター※では、介護・医療・福祉の各専門職員が様々な相談に対応し、

適切なアドバイスを行いました。（Ｐ３６） 

・高齢者ふれあい相談センター※では、各日常生活圏域※での身近な相談が寄せられ、

地域包括支援センターのブランチ※機能と併せ、早期対応を行いました。（Ｐ３６） 

・成年後見制度※利用支援事業については、制度の申し立てに関する支援や相談を行い

ました。（Ｐ３７） 

・地域の医療・介護の資源の把握については、市内の医療機関、歯科、薬局、介護事業

所を半年毎に確認し、ガイド化して各所に配布しました。（Ｐ２６） 

・認知症サポーター※養成講座や認知症初期集中支援事業を実施することで、認知症に

ついて幅広く理解を深めてもらいました。（Ｐ３０・３１） 

・認知症介護者に、座談会や介護者のリフレッシュを目的に、交流会を月１回実施し

ました。（Ｐ３１） 

・高齢者見守りネットワークや徘徊高齢者見守りＳＯＳネットワークなど、多くの

方々により構成された高齢者の安心を守るネットワークを充実させました。（Ｐ３１） 

 

第７期計画の実施状況をふまえた第８期計画に向けた課題 

・認知症高齢者やその家族が住み慣れた地域で自分らしく暮らしていくためには、

認知症予防を中心とした介護予防事業や公的サービス以外にも、地域住民や地域

の支援組織、関係者と協力した支援体制が必要であることから、それを実現する

ために、チームオレンジ※の設立に向け、認知症サポーター養成講座の開催に引

き続き取り組んでいく必要があります。 

・高齢者単身世帯、高齢者夫婦のみ世帯が増加していることから、今後も災害時等

には、それらの世帯に対しきめ細かな支援が必要となります。日ごろから地域に

おいて、見守りネットワーク等の支援体制をさらに強化していく必要がありま

す。 
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６ 第８期計画に向けた重点課題の抽出 
第７期新城市高齢者福祉計画の振り返りと、社会情勢や東三河広域連合全体

の課題から、第８期計画に向けた重点課題を以下のとおり整理しました。 

重点課題１「地域との連携」 

「木曜塾」をはじめとした介護予防教室の実施について、引き続きフレイル※

予防に努め充実させます。なお、開催にあたっては、新型コロナウイルス感染

症等の予防対策をしっかりと図りながら実施していきます。 

また、高齢者の孤立化を防止するために、地域とのつながりを強化すること

が重要です。そのため、住民主体によるミニデイサービスの実施を推進します。 

介護予防教室等への男性の参加者が少ないことから、より多くの方が参加で

きる取り組みが必要です。担い手も高齢化しており、継続して実施できるよう

な支援体制が課題です。高齢者が生きがいを持って社会参加、地域参加ができ

るよう、はつらつ世代※の支援をしていきます。 

 

重点課題２「医療・介護連携と認知症予防」 

認知症の初期の段階から適切な支援機関に結びつけるため、認知症初期集中

支援チーム※を立ち上げていますが、早期発見・早期診断・早期支援機能につな

げるために、さらなる支援の充実が必要です。併せて、一人暮らしの認知症の

方などに対して地域の見守り体制の強化を図っていくことが課題です。 

そのためにも、在宅医療・介護連携の相談窓口の周知について更に強化する

とともに、介護者の支援体制も充実していく必要があります。 

 

重点課題３「安心安全な生活の保障」 

高齢者が住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続していくため

には、地域包括支援センターなどの相談体制の充実や住民への適切な情報提供

が必要です。また、ひとり暮らし高齢者や高齢者世帯等に対する家族の介護力

には限界があることから、医療、介護といった専門的なサービスの充実ととも

に、住民主体の身近な助け合い体制や、孤立化を防止するための見守り等に取

り組み、さらに地域の新たな資源を探し、生活支援体制整備を図っていくこと

も必要です。今後、ますます増加していく支援ニーズに対応するため、体制や

機能の強化が必要です。  
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第 章    基本理念と基本目標 

 
 

１ 基本理念 
高齢者が住み慣れた地域や家庭で安心して暮らし続け、心安らぐ生活をする

ためには、誰もが互いに尊重し合い、ともに支え合う地域づくりを進めること

が大切です。そのために、地域住民とともに介護、予防、医療、住まい、生活

支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムを推進していくことが重要

です。 

本計画では、第７期計画の基本理念を継承し、“私らしさと安心を皆で支え合

う「山の湊」しんしろ”を基本理念とします。 

また、“高齢者が元気に社会参加できるまち”“住み慣れた地域で安心して暮

らせるまち”“安心して暮らし続けられるまち”を基本目標とし、いつまでも元

気で、自分らしく、安心して生活できるまちを目指します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

私らしさと安心を皆で支え合う「山の湊」しんしろ 
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２ 基本目標 
 

１ 高齢者が元気に社会参加できるまち 

高齢者一人ひとりが、できる限り元気に地域で生活を続けるために、健康づ

くりと介護予防を推進していきます。生活習慣病※や要介護状態等の予防を目

的とした事業を実施することで、高齢期の健康に対する意識を高め、高齢者の

元気な暮らしを支援していきます。 

 

 
２ 住み慣れた地域で安心して暮らせるまち 

個々の意思を尊重した生活を実現するため、生活環境や心身の状況等に応じ

て適切な医療やサービスを受け、できる限り住み慣れた地域で安心して暮らせ

ることを目指します。また、認知症等になっても高齢者本人の意思に基づき、

自立した生活を送ることができるよう、真に支援が必要な高齢者や介護者に対

して、適切にサービスが提供されるよう取り組みます。 

 

 

３ 安心して暮らし続けられるまち 

高齢者が社会の一員として可能な限り住み慣れた地域で自立した生活を続

けられるよう、生活支援体制や防災体制を充実させ最期まで自分らしく生活で

きるまちの推進に努めます。 
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３ 日常生活圏域 
 

新城市では、６つの中学校区を日常生活圏域に設定し、地域包括ケアシステ

ムの強化を図っていきます。 

 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
【日常生活圏域の状況】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
                          

資料：住民基本台帳（令和２年４月１日）

圏域名 人 口（人） 
６５歳以上人口

（人） 
高齢化率 

新城市全体 45,745 16,190 35.4％

新 城 8,087 2,777 34.3％

千 郷 11,279 3,240 28.7％

東 郷 8,852 2,805 31.7％

八 名 4,963 1,744 35.1％

鳳 来 10,163 4,550 44.8％

作 手 2,401 1,074 44.7％

作手中学校区  

作手高齢者ふれあい相談センター 

鳳来中学校区 

鳳来高齢者ふれあい相談センター 

千郷中学校区  

西部福祉会館高齢者ふれあい相談センター 

東郷中学校区 

高齢者ふれあい相談センター麗楽荘

新城中学校区 

新城市地域包括支援センター 

しんしろ福祉会館高齢者ふれあい相談センター 

八名中学校区 

高齢者ふれあい相談センター寿楽荘 
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第 章    基本施策の展開 
 

【施策体系図】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
  
 

私
ら
し
さ
と
安
心
を
皆
で
支
え
合
う
「
山
の
湊
」
し
ん
し
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［ 基本理念 ］ ［ 施策 ］ ［ 基本目標 ］ 

1-1 介護予防・フレイ
ル対策の推進 

３ 安心して暮らし

続けられるまち 

① 健康づくりの支援 
② 介護予防活動の支援 

［ 主な取組 ］ 

1-2 自立支援活動※の
推進 

① 生活支援コーディネーター※

の配置 
② 地域ケア会議※の開催 
③ 地域支援事業の推進 

3-1 生活支援体制整備
の推進 

① 地域包括支援センター・成年
後見支援センターの充実 

② 虐待防止ネットワークの強化
③ 高齢者の住まいの確保への支援
④ 災害や感染症対策に係る体制

整備 
⑤ 生活支援体制整備 

3-2 サービス基盤の 
充実 

① 東三河広域連合との連携強化
② 介護サービス事業者等の適正

化支援 
③ 地域の特性に合わせた介護保

険サービスの充実 
④ 介護人材確保への支援 

1-3 はつらつ世代の 
支援 

① 老人クラブ等の活動支援 
② 社会参加・生きがい活動の推進
③ 働く機会の充実 
④ 生涯学習機会の充実 
⑤ ボランティア活動の推進 

2-1 在宅医療・介護 
連携の推進 

2-2 認知症施策の推進

2-3 家族介護者支援の
推進 

① 在宅医療・介護連携相談窓口
の強化、普及啓発 

② 地域の医療・介護資源の把握
と連携 

③ 医療・介護関係者の情報共有
の支援 

④ 医療・介護関係者の研修 

① 認知症への支援体制の充実 
② 認知症高齢者家族支援の推進
③ 認知症高齢者・見守りＳＯＳ

ネットワークの強化 
④ 認知症サポーターの養成、活

動の推進 

① 家族介護教室等の開催 
② 家族介護者の支援 

２ 住み慣れた地域で

安心して暮らせる

まち 

１ 高齢者が元気に

社会参加できる

まち 
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基本目標１ 高齢者が元気に社会参加できるまち 

基本施策 １-１ 介護予防・フレイル対策の推進 

東三河広域連合が実施した高齢者実態把握調査結果（Ｐ７１）によると、健

康や介護予防、認知症予防のために何らかの活動をしている方が９７．４％と

市民の方の関心も非常に高く、活動をしている方としていない方を比較すると、

活動をしていない方は生活機能の低下のリスクが上がる結果が出ています。 

このことから、高齢者が身近な場所で健康づくりに参加でき、適切な支援や

サービスにつながるよう介護予防の促進を図ります。 

介護予防教室の実施にあたっては、感染症等の予防対策を十分に講じ、フレ

イル予防につながるよう内容の充実を図ります。 

また、住民主体によるミニデイサービスの実施を推進し、地域とのつながり

を強化していくことが重要です。担い手も高齢化しており、継続して実施する

ための支援も必要です。ミニデイサービスへ保健師や看護師などの専門職を派

遣することで、更なる活動内容の充実を図っていきます。ミニデイサービスに

参加しなくなった方や、閉じこもっている方など、フレイルや介護の予防が必

要な高齢者に介護予防教室などへの参加を促したり、見守りの強化を図ってい

きます。 

 

注４ 基本施策の根拠としているデータ・調査については、参照ページで確認できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

歌と音楽の教室

出前講座（地区健康講座）
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（基本施策１－１ 介護予防・フレイル対策の推進） 

【健康づくり】 

1 

事業名 
健康意識の高揚を図るための広報「ほのか」へ
の記事掲載等啓発 

実施主体 

事業概要 

広報紙に保健・介護に関する記事を掲載し、市民
の健康意識の高揚と、介護に関する情報提供を図
ります。 

高齢者支援課 

保健・健康づくり・予防に関する記事を毎月掲載
し、市民の健康意識の高揚を図ります。 健康課 

 

2 

事業名 健康相談・健康教育 実施主体 

事業概要 

健康に関する相談や健診後の事後相談等、保健セ
ンターで保健師・管理栄養士・歯科衛生士が個別
に相談に応じます。 
依頼を受けて地域住民が集まる場に出かけ、健康
相談・教育を行います。 

健康課 

 

3 

事業名 かかりつけ医の推進 実施主体 

事業概要 

高齢者が健やかに安心して生活するため、日常的
な診療、健康管理を行うかかりつけ医を推進し、
普及啓発を行います。身近な地域で日常的な診
療、あるいは健康相談ができ、個々の生活習慣等
も把握した上で、治療のみならず予防も含めた生
活指導を行う「かかりつけ医」の役割は、医療、
介護の連携の面からも重要です。 

高齢者支援課 

 

4 

事業名 健康相談（介護予防事業） 実施主体 

事業概要 
各地区老人クラブ、ミニデイサービス等からの依
頼により、運動、栄養、口腔、認知症などの介護
予防に関する健康教育を公民館等で実施します。 

高齢者支援課 

 

5 

事業名 歯周疾患検診 実施主体 

事業概要 

歯周病は全身の健康にも影響を及ぼすことがわ
かっており、さらに健康寿命を短くするフレイル
（虚弱状態）に繋がることが懸念されているた
め、３０.３５.４０.５０.６０.７０.７６歳の方
を対象に市内の受託歯科医療機関で歯周疾患検
診を行います。 

健康課 
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（基本施策１－１ 介護予防・フレイル対策の推進） 

6 

事業名 しんしろ健康マイレージ 実施主体 

事業概要 

健康行動を起こし記録することで、ポイントが貯
まり、自らの健康管理に役立てることができま
す。さらに、ポイントを貯め、記録用紙を提出す
ることで特典がもらえるしんしろ健康マイレー
ジ事業を行います。 

健康課 

 

7 

事業名 後期高齢者健康診査 実施主体 

事業概要 
後期高齢者医療では、75歳以上の方に生活習慣病
の早期発見および健康寿命を短くするフレイル
の予防のために健康診査を行います。 

健康課 

 

8 

事業名 特定健康診査・特定保健指導 実施主体 

事業概要 
生活習慣病の早期発見・予防を目的とした特定健
康診査を行います。生活習慣の改善が必要な方に
対し特定保健指導を行います。 

健康課 

 

【介護予防】 

1 

事業名 介護予防把握事業 実施主体 

事業概要 

地区での健康教育等の機会に参加者の基本チェ
ックリスト※を実施し、何らかの支援が必要な方
の把握をします。支援が必要な方には、介護予防
教室等への参加促進など、支援につなげていきま
す。 

高齢者支援課 

 

2 

事業名 介護予防教室等の開催  【重点事業】 実施主体 

事業概要 

健康づくりリーダー※、栄養士、歯科衛生士、保健
師等により、介護予防・認知症予防の普及啓発を
図るため、木曜塾等の介護予防教室を開催しま
す。 

高齢者支援課 

上段(回数) 

下段(延人数) 
平成３０年度（実績） 平成３１年度（実績） 令和２年度（見込） 令和５年度（目標）

木曜塾 
41回 

1,117人 
40回 
860人 

40回 
800人 

40回 
800人 

歌と音楽の教室  － 
6回 
84人 

12回 
300人 

12回 
300人 

出前講座 
4回 
62人 

6回 
84人 

8回 
80人 

10回 
100人 
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（基本施策１－１ 介護予防・フレイル対策の推進） 

3 

事業名 
高齢者生きがい活動支援通所事業 

(ミニデイサービス） 
実施主体 

事業概要 

ミニデイサービスの活動を支援することで、高齢
者の生きがい活動の促進と孤立化や閉じこもり
の防止に努めます。地域の中で交流を図ること
で、地域とのつながりを深めます。また、リハビ
リテーション専門職の派遣や、専門職による健康
相談等、事業充実の支援をします。 

高齢者支援課 

上段(団体数) 

下段(延人数) 

平成３０年度（実績） 平成３１年度（実績） 令和２年度（見込） 令和５年度（目標）

21団体 
8,036人 

19団体 
6,259人 

20団体 
8,000人 

20団体 
8,000人 

 

4 

事業名 ミニデイサービススタッフ研修 実施主体 

事業概要 

ミニデイサービスのスタッフを対象に、研修機会
の拡大を図ります。他団体との情報交換や研修に
より、支援者としての自覚を促進するとともに、
各団体の意識向上を図ります。 

高齢者支援課 

 

5 

事業名 地域型通所サービス事業 実施主体 

事業概要 

介護保険制度で事業対象者※、要支援１・２と判定
された方に、週１回以上の集まりの場を住民主体
の団体等が提供する事業に対し市が支援するこ
とで、高齢者の介護予防や孤立化の防止に努めま
す。 

高齢者支援課 

上段(回数） 

下段(延人数) 

平成３０年度（実績） 平成３１年度（実績） 令和２年度（見込） 令和５年度（目標）

48回 
522人 

49回 
475人 

40回 
400人 

90回 
550人 

 

6 

事業名 健康づくりリーダー派遣事業 実施主体 

事業概要 

地区で会場を準備して高齢者を集め、健康づくり
リーダーの派遣を受ける事業に対し、半年間市が
費用負担することで、身近な地区で介護予防のた
めの運動をする習慣づくりの支援をします。 

高齢者支援課 

上段(実施地区数） 

下段(延人数) 

平成３０年度（実績） 平成３１年度（実績） 令和２年度（見込） 令和５年度（目標）

3か所 
552人 

2か所 
213人 

2か所 
200人 

3か所 
720人 
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基本施策 １-２ ⾃⽴⽀援活動の推進 

高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けられるよう、生活支援コーディネータ

ーの配置・協議体※を設置し、高齢者の多様なニーズに応えるための資源把握・

発掘、サービス提供に向けた体制を構築していきます。 

東三河広域連合が実施した高齢者実態把握調査結果によると、ボランティア

活動をしている方は１７．２％と割合が高く、ボランティアをしてみたいと考

えている方を含めると３４．５％の方が興味をもっていることから、生活・介

護支援サポーター養成講座を実施し、新たな市民ボランティアなどの育成や、

既に生活・介護支援の担い手となっているボランティアなどの支援の質のレベ

ルアップを行い、ボランティアの活用方法を検討するとともに、高齢者がより

良い支援を受けられるよう図っていきます。（Ｐ７２） 

  

自立支援型地域個別ケア会議
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（基本施策１－２ 自立支援活動の推進） 

1 

事業名 
生活支援コーディネーターの配置と協議体の設

置【重点事業】 
実施主体 

事業概要 

第１層生活支援コーディネーターは、市全域を担
当し、地域で解決できない課題等を把握し、第２
層生活支援コーディネーターのサポートや市と
の調整を図ります。 
第２層生活支援コーディネーターは、日常生活圏
域を担当し、地域の課題に対応する地域資源の開
発や、生活支援サービスの情報共有や連携する場
を構築します。 

高齢者支援課 

 

2 

事業名 地域ケア会議の開催 実施主体 

事業概要 

医師等の専門職や区長・民生委員など地域の住民
等で構成される会議において、地域のニーズや社
会資源を把握し、地域課題の解決策を検討し、政
策化への提案をします。地域包括支援センターに
委託をし、市と連携を図りながら実施をします。 

高齢者支援課 

地域包括支援センター

 

3 

事業名 自立支援型地域個別ケア会議 実施主体 

事業概要 

自立支援・介護予防の観点で事例検討を行い、多
職種の専門的な視点に基づく提案を通して、自立
に向けたケアマネジメントの質の向上につなげ
ます。また、事例検討を積み上げる中で、社会資
源の利活用と開発の提案を行っていきます。 

高齢者支援課 

 

4 

事業名 生活・介護支援サポーター養成講座 実施主体 

事業概要 

市民ボランティア養成講座を実施し、ボランティ
アの増員を図るとともに、既にボランティア等で
地域で活動している方に、スキルアップを目指し
て参加してもらい、地域の高齢者のニーズに継続
的・安定的に応えるための人材育成に努めます。 

高齢者支援課 

 

5 

事業名 シルバーハウジング生活援助員※の派遣 実施主体 

事業概要 

高齢者の生活特性に配慮した設備・仕様が施さ
れ、緊急通報システムが設置されたシルバーハウ
ジング（高齢者世話付住宅）※に入居する高齢者に
対し、身近な相談、援助者として欠かせない存在
となっている生活援助員が月１回訪問し、安否確
認・生活相談等を行います。 

高齢者支援課 

  



 

18 
 

（基本施策１－２ 自立支援活動の推進） 

 

7 

事業名 短期集中訪問サービス 実施主体 

事業概要 

要支援１、２及び総合事業対象者に対し、介護予
防、自立した日常生活に向けた支援のため、管理
栄養士や保健師などの専門職が、３～６か月程度
の短期間の自宅訪問による相談･指導等のサービ
スを提供します。 

高齢者支援課 

 

8 

事業名 地域型訪問サービス事業 実施主体 

事業概要 

シルバー人材センターに委託し、要支援１、２及
び総合事業対象者の居宅を訪問し、ゴミ出しや掃
除など生活援助等の多様な支援活動を実施しま
す。高齢者の社会参加の促進、介護予防にも繋げ
ていきます。 

高齢者支援課 

上段(実施回数） 

下段(延人数) 

平成３０年度（実績） 平成３１年度（実績） 令和２年度（見込） 令和５年度（目標）

- 
- 

19回 
3人 

150回 
80人 

500回 
120人 

 

9 

事業名 高齢者安心生活サポート事業（友愛訪問） 実施主体 

事業概要 

市が委託したボランティア団体が、ひとり暮らし
高齢者世帯に対し月１回以上の訪問を実施し、話
し相手や安否確認などを行います。支援が必要な
方がいれば、連携して関係機関へとつないでいき
ます。 

高齢者支援課 

上段(被訪問者数） 

下段(延訪問回数)

平成３０年度（実績） 平成３１年度（実績） 令和２年度（見込） 令和５年度（目標）

129人 
2,419回 

136人 
2,702回 

140人 
2,500回 

145人 
2,500回 

  

6 

事業名 短期集中通所サービス 実施主体 

事業概要 

要支援１、２及び総合事業対象者に対し、介護予
防、自立した日常生活に向けた支援のため、理学
療法士※などの専門職による３～６か月程度の短
期間の通所による介護予防プログラムを提供し
ます。 

高齢者支援課 

上段(回数) 

下段(延人数) 

平成３０年度（実績） 平成３１年度（実績） 令和２年度（見込） 令和５年度（目標）

24回（教室型）

185人 
24回（教室型） 

245人 
120回（個別型） 

120人 
360回（個別型）

360人 
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（基本施策１－２ 自立支援活動の推進） 

10 

事業名 シニア人材の活用促進 実施主体 

事業概要 

主に６０代の方を対象とした講座を開催し、介護
予防や健康づくりに関する意識の醸成、介護の知
識を有する人材を養成します。また、介護保険事
業所においては、養成者を活用することで介護人
材の確保に向けた取組を推進します。 

東三河広域連合
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基本施策 １-３ はつらつ世代の⽀援 

東三河広域連合が実施した高齢者実態把握調査結果によると、東三河広域連

合全域では、地域活動や社会活動に参加している高齢者が５５％あり（Ｐ７３）、

生活機能の低下のリスクが低くなる結果が出ています。このことから、高齢者

が生きがいを持って社会参加、地域参加することで、いつまでも元気に活躍で

きるように、はつらつ世代の支援をしていきます。 

また、ボランティアをする際、希望する内容に「声かけ・見守り」「話し相手」

の割合が高いことから（Ｐ７４）、介護ボランティアポイント※事業の実施によ

り、高齢者のやりがいや社会参加を通じたフレイルや介護の予防に繋がるよう

取り組んでいきます。 

心豊かに健康で充実した生活が送れるよう、趣味や教養等、学習の機会の提

供に努めるとともに、就業の場の確保に向け、シルバー人材センター等と連携

して取り組んでいきます。生きがいづくりの場となり、元気な高齢者の社会参

加を促進し、支援が必要な方を支えていける仕組みづくりに向けて取り組んで

いきます。 

 

  

老人クラブ活動 
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（基本施策１－３ はつらつ世代の支援） 

1 

事業名 老人クラブ活動支援 実施主体 

事業概要 

市民に対し、広報等を通じて老人クラブの活動へ
の参加や理解を促し、会員増を図ります。また、
各地域のクラブ活動に対して助成を行うことで、
高齢者による地域活動を活発化し、高齢者の社会
参加の機会を支援します。 

高齢者支援課 

上段(会員数） 

下段(クラブ数) 

平成３０年度（実績） 平成３１年度（実績） 令和２年度（見込） 令和５年度（目標）

1,368人 
27団体 

1,220人 
25団体 

877人 
22団体 

800人 
20団体 

 

2 

事業名 高齢者の生きがいと健康づくり推進事業 実施主体 

事業概要 
高齢者の生きがいや健康づくりを促進するため
に、老人クラブ連合会に委託し、生きがい推進事
業、安心・安全事業、社会奉仕事業を行います。 

高齢者支援課 

 

3 

事業名 老人福祉センター運営 実施主体 

事業概要 

高齢者の健康増進、教養の向上、レクリエーショ
ンの場として各種事業を行います。また、老人ク
ラブの活動拠点、趣味活動の場所としても適正な
管理に努めます。 

高齢者支援課 

(延べ利用者数） 

平成３０年度（実績） 平成３１年度（実績） 令和２年度（見込） 令和５年度（目標）

8,643 人 6,590 人 4,000 人 5,000 人 

 

4 

事業名 いきいきライフの館運営 実施主体 

事業概要 

高齢者の就労、生きがい活動の場として、各種事
業を行います。シルバー人材センターの活動拠点
や趣味活動の場として、木彫、陶芸、囲碁等に利
用していきます。 

高齢者支援課 

 

5 

事業名 鳳来高齢者生きがいセンター運営 実施主体 

事業概要 
高齢者の就労、生きがい活動の場として各種事業
を行うとともに、シルバー人材センターの就業作
業施設として利用していきます。 

高齢者支援課 

 

6 

事業名 作手高齢者生活福祉センター※虹の郷運営 実施主体 

事業概要 
高齢者及び住民の介護支援、居住、交流の場とし
て各種事業を行います。災害時等の福祉避難所※

としても指定されています。 
高齢者支援課 
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（基本施策１－３ はつらつ世代の支援） 

7 

事業名 新城市生涯現役促進地域連携事業 実施主体 

事業概要 

市、商工会、シルバー人材センター、社会福祉協
議会、愛知東農業協同組合、観光協会、森林組合
が連携し、高年齢者の雇用・就業機会等の確保に
向けた事業を実施していきます。 

商工政策課 

新城市生涯現役
促進地域連携協議会

 

8 

事業名 共育講座 実施主体 

事業概要 

余暇時間の増大などにより、市民が趣味や娯楽、
文化・スポーツなど幅広い分野の活動に参加する
機運が高まっていることから、日常生活に密着し
た生きがいと喜びを感じられる講座や、豊かな自
然と歴史の宝庫であることから、まちの良さを再
発見できる講座を開設し、人生１００年時代にお
ける豊かな人生の構築を支援します。 

生涯共育課 

 

9 

事業名 いきがい就業事業 実施主体 

事業概要 
要請事業者とシルバー人材センターが請負・委任
契約を締結し、会員の派遣を行います。 シルバー人材センター

 

10 

事業名 職業紹介事業 実施主体 

事業概要 
事業所での勤務を希望する会員に対して、事業所
の紹介を行います。 シルバー人材センター

 

11 

事業名 シルバー派遣事業 実施主体 

事業概要 
要請事業所とシルバー人材センター県連合会が
一般労働者派遣契約を締結し、会員の派遣を行い
ます。 

シルバー人材センター

 

12 

事業名 技能講習会 実施主体 

事業概要 
毎年、就労希望の会員向けの技能・安全講習を行
います。 シルバー人材センター
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（基本施策１－３ はつらつ世代の支援） 

13 

事業名 高齢者能力活用推進事業 実施主体 

事業概要 

高齢者の経験、技能に応じて就業先を提供するシ
ステムとして、シルバー人材センターを運営して
います。 

高齢者支援課 

事業の普及・啓発や、就業先の開拓等に努めます。 シルバー人材センター

上段(実施回数） 

下段(延人数) 

平成３０年度（実績） 平成３１年度（実績） 令和２年度（見込） 令和５年度（目標）

626 人 611 人 630 人 650 人 

 

14 

事業名 生涯学習支援事業（地区公民館活動支援） 実施主体 

事業概要 
各地区の公民館等で自主的に開催している各種
学習会等に対し支援していきます。 生涯共育課 

 

15 

事業名 市民活動・ボランティア活動の推進 実施主体 

事業概要 

多様化する高齢者の活動を活性化するため、社会
活動への参加を推進します。 高齢者支援課 

しんしろ市民活動サポートセンターや東三河市
民活動推進協議会等と連携を図り、市民活動の場
を拡大し、東三河市民活動推進協議会のＨＰ等で
市民への情報提供を行い、参加を促します。 

まちづくり推進課  

 

16 

事業名 ボランティアセンター活動事業 実施主体 

事業概要 

市内の福祉系ボランティア団体に対して、活動費
の助成を行うとともに、各種ボランティア養成講
習会を開催し、ボランティア団体の育成とボラン
ティア参加者の拡大を図ります。 

社会福祉協議会 

 

17 

事業名 介護ボランティアポイント事業【新規】 実施主体 

事業概要 

介護予防につながる介護支援ボランティア活動
(介護施設でのお手伝い等）に対しポイントを付
与する介護ボランティアポイント事業の実施に
ついて検討していきます。高齢者の社会参加活動
の促進、生きがい支援にもつなげていきます。 

高齢者支援課 
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（基本施策１－３ はつらつ世代の支援） 

18 

事業名 敬老金等支給事業 実施主体 

事業概要 

長寿を祝うことにより、先人に敬意を払い、喜

びと生きる活力を与えます。９０歳と１００歳

以上の方の長寿を祝います。 

高齢者支援課 

対象者数 平成３０年度（実績） 平成３１年度（実績） 令和２年度（見込） 令和５年度（目標）

90 歳 266 人 280 人 304 人 350 人 

100 歳以上 46 人 57 人 60 人 80 人 
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基本目標２ 住み慣れた地域で安心して暮らせるまち 

基本施策 ２-１ 在宅医療・介護連携の推進 

東三河広域連合が実施した高齢者実態把握調査結果によると、高齢者の４割

以上の方が自宅で最期を迎えたいと希望しています。（Ｐ７５） 

自宅で最期を迎えるためには、医療と介護の連携が欠かせません。そこで市

に設置する在宅医療・介護連携相談窓口において、専門職が患者や家族への相

談支援などを行い、必要に応じて医療機関や介護事業所などと連携調整を行い

ます。在宅医療・介護連携相談窓口や、在宅医療と介護に関する知識について、

地域住民への普及啓発に更に努めていきます。 

 

  

多職種研修会
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（基本施策２－１ 在宅医療・介護連携の推進） 

1 

事業名 
在宅医療・介護連携に関する相談支援 

【重点事業】 
実施主体 

事業概要 

在宅医療・介護連携を支援するため、専門職を配
置し相談窓口を設置します。退院時の医療機関や
介護事業者等との連携調整や、患者や家族に寄り
添い相談支援を行います。 

高齢者支援課 

（相談件数） 

平成３０年度（実績） 平成３１年度（実績） 令和２年度（見込） 令和５年度（目標）

- 263 件 300 件 300 件 

 

2 

事業名 地域住民への普及啓発 実施主体 

事業概要 

地域包括ケアシステムへの理解を深めてもらい、
在宅医療・介護連携の普及啓発を図るため、市民
向け講演会や、出前講座を開催します。エンディ
ングノート※を活用し、それぞれの望む終末期医療
やケアについて考えるとともに、日頃から周囲と
話し合うことの重要性の普及啓発をします。 

高齢者支援課 

 

3 

事業名 地域の医療・介護の資源の把握 実施主体 

事業概要 
地域の医療機関、介護事業者等の情報・機能等の
把握を行います。把握した医療機関、介護事業者
等の情報は冊子にまとめ、支援の場で活用します。 

高齢者支援課 

 

4 

事業名 
切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の構築推

進 
実施主体 

事業概要 
地域資源等の把握をし、本市の地域包括ケアシス
テムにおける各職種の役割について確認し、本市
に必要な資源の取組みを検討します。 

高齢者支援課 

 

5 

事業名 新城市訪問看護ステーション 実施主体 

事業概要 

主治医の指示のもと看護師と介護支援専門員※等
と連携しながら在宅療養されている方を支援しま
す。認知症のケアや在宅での看取り等、高齢者の
在宅療養を支援していきます。 

新城市訪問看護 

ステーション 
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（基本施策２－１ 在宅医療・介護連携の推進） 

6 

事業名 東三河北部医療圏地域医療対策協議会の開催 実施主体 

事業概要 

全国的な医師不足等が深刻化する中で、東三河北
部医療圏における質の高い地域医療を将来にわた
り安定的に供給できるシステムや仕組みを構築す
るため、東三河北部医療圏地域医療対策協議会を
開催します。 

地域医療支援室

 

7 

事業名 介護サービス事業者連絡会 実施主体 

事業概要 

地域包括支援センター・介護サービス事業者が集
まり、最新の介護情報の共有、自主研修を行うと
ともに、事業者間の連携を深めるため情報交換等
を行い、市内の介護サービスの充実強化を図りま
す。 

新城市介護サービス
ネットワーク協議会

地域包括支援センター

 

8 

事業名 医療・介護・福祉関係者等の情報共有の支援 実施主体 

事業概要 

会議等により、医療・介護・障がい等福祉関係者の
多職種連携推進の課題を検討します。東三河ほい
っぷネットワーク（ＩＣＴシステム※）の操作研修
会等を開催し、利用者の増加を推進し、ＩＣＴシ
ステムを活用した関係者の連携を活発化すること
で、切れ目のないサービス利用を目指します。 

高齢者支援課 

（登録患者数） 

平成３０年度（実績） 平成３１年度（実績） 令和２年度（見込） 令和５年度（目標）

499 件 565 件 625 件 800 件 

 

9 

事業名 在宅医療・介護連携に関する関係市町村の連携 実施主体 

事業概要 

東三河広域連合構成市町村と広域連携を図りま
す。東三河ほいっぷネットワーク（ＩＣＴシステ
ム）を活用した東三河での情報共有を行い、広域
内での介護サービス利用の利便性向上を図りま
す。 

高齢者支援課 
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（基本施策２－１ 在宅医療・介護連携の推進） 

10 

事業名 医療・介護関係者の多職種研修 実施主体 

事業概要 

地域の医療･介護関係の連携強化を図るため、また
多職種の業務内容等をお互いに理解し連携体制の
推進を図るため、グループワーク等による研修を
行い、支援がよりスムーズになるよう図っていき
ます。 

高齢者支援課 

上段 

(多職種研修会 

実施回数） 

下段(延人数) 

平成３０年度（実績） 平成３１年度（実績） 令和２年度（見込） 令和５年度（目標）

2回 
79人 

1回 
38人 

1回 
40人 

1回 
40人 

 

11 

事業名 在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 実施主体 

事業概要 

地域の医療・介護関係者等が参画する会議を開催
し、在宅医療・介護連携の現状と課題の抽出、対応
策等の検討を行います。個別の課題について検討
が必要な場合はワーキング等を行い、相互の連携
を強化します。 

高齢者支援課 

 

12 

事業名 国保データベース（ＫＤＢ）システム※の活用 実施主体 

事業概要 
関係機関と連携して、国保データベースを活用し
た効果的な保健事業を実施し、市民サービスが向
上するよう努めます。 

保険医療課 

健康課 

高齢者支援課 

 

13 

事業名 病診連携※体制の強化 実施主体 

事業概要 
医師会・歯科医師会・薬剤師会・介護事業所等と連
携を図り、よりよい医療・介護の提供に向けて支
援します。 

高齢者支援課 
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基本施策 ２-２ 認知症施策の推進 

高齢化の進展により認知症高齢者が増えている中で（Ｐ６８・６９）、認知症

の初期の段階で適切な支援機関に結びつくように、早期発見・早期治療につな

がる支援の充実を図ります。 

高齢者が住み慣れた地域で安心して生活できるよう、かかりつけ医等との連

携や地域の見守り体制の整備に取り組むとともに、認知症サポーター養成講座

や認知症カフェ※を通しての認知症の正しい理解への普及啓発や、認知症高齢

者とその家族の交流の場を提供することで介護者家族の負担軽減を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

図書館展示「アルツハイマー病のこと、理解しよう、考えてみよう」

認知症カフェ 味㐂川

認知症ケアパス
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（基本施策２－２ 認知症施策の推進） 

1 

事業名 認知症初期集中支援推進事業 【重点事業】 実施主体 

事業概要 

認知症が疑われる方の早期診断・早期治療につなげ
ていけるように、認知症初期集中支援チーム体制を
整えます。保健・医療や福祉の専門職がチームを組
み、医師との連携のもと、本人や家族へ支援を行い
ます。 

高齢者支援課 

認知症初期集中 

支援件数 

平成３０年度（実績） 平成３１年度（実績） 令和２年度（見込） 令和５年度（目標）

3 件 4 件 5 件 5 件 

 

2 

事業名 認知症ケアパス※の活用・普及 実施主体 

事業概要 
認知症の人ができる限り住み慣れた自宅で暮らし
続け、また、認知症の人やその家族が安心できるよ
うに、認知症ケアパスを更新し、普及を行います。 

高齢者支援課 

 

3 

事業名 認知症地域支援推進員※等配置 【重点事業】 実施主体 

事業概要 
認知症地域支援推進員を配置し、認知症の人やその
家族を支援する相談業務や地域の支援体制の構築を
図ります。 

高齢者支援課 

地域包括支援センター

 

4 

事業名 認知症カフェの設置支援 【重点事業】 実施主体 

事業概要 

認知症の方やその家族への理解を深める認知症カ
フェの設置を広めています。立ち上げや運営につい
て認知症地域支援推進員が協力します。地区団体や
介護サービス事業者等の協力を得て支援を行いま
す。認知症カフェを誰もが親しみやすいよう「結カ
フェ」と呼び、認知症の方や家族・地域の方が気軽
に交流できる場を広げることで、認知症への市民の
理解を深めていきます。 

高齢者支援課 

認知症カフェ 

箇所数 

平成３０年度（実績） 平成３１年度（実績） 令和２年度（見込） 令和５年度（目標）

- 1 か所 3 か所 8 か所 

 

5 

事業名 若年性認知症施策 【重点事業】 実施主体 

事業概要 

６５歳未満で発症する若年性認知症の特性に配慮
した支援が必要とされていることから、市のホーム
ページや広報「ほのか」に相談先を紹介したり、集
いの場を提供するなど、若年性認知症に対する支援
を行います。 

高齢者支援課 
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（基本施策２－２ 認知症施策の推進） 

6 

事業名 認知症介護者交流会 実施主体 

事業概要 
認知症介護者の交流を図り、介護経験や相談事を共
有できる交流会を開催し、介護者の精神的負担の軽
減を図ります。 

高齢者支援課 

 

7 

事業名 徘徊高齢者見守りＳＯＳネットワークの推進 実施主体 

事業概要 

高齢者が行方不明となった時、近隣市町村、地域包
括支援センター、高齢者ふれあい相談センター、市
内居宅介護支援事業所等の協力機関、協力団体に情
報を提供し早期発見に努めます。また、９の事業と
あわせ高齢者の見守り体制を強化します。 

高齢者支援課 

 

8 

事業名 認知症高齢者見守り事業 実施主体 

事業概要 

高齢者の居場所確認のためにＧＰＳ等を用いた位
置検索サービスを利用する場合、初期費用の一部を
助成し、見守りや行方不明時の利用促進を図りま
す。 

東三河広域連合 

 

9 

事業名 高齢者見守りネットワーク事業 実施主体 

事業概要 

協力事業者が業務中に高齢者の異変に気付いたと
き市に連絡をもらい、協力機関・協力団体の情報を
得て安否等の状況確認を行い、高齢者が住み慣れた
地域で安心して暮らせるように、見守り体制の充実
と強化を図ります。７の事業とあわせ、高齢者の見
守り体制を強化します。 

高齢者支援課 

 

10 

事業名 認知症サポーター養成講座 【重点事業】 実施主体 

事業概要 

認知症の方やその家族を支える認知症サポーター
の養成を拡大するため、学校や企業、自治区などで
講座を開催します。また、サポーターが地域で活躍
できるよう、ステップアップ講座（資質向上研修）
の実施や、サポーター同士のつながりの機会を作
り、チームオレンジの発足に向けた体制を整えま
す。 

高齢者支援課 

上段 

(認知症サポ
ーター養成講
座実施回数) 
下段(延人数)

平成３０年度（実績） 平成３１年度（実績） 令和２年度（見込） 令和５年度（目標）

17 回 

442 人 

22 回 

646 人 

10 回 

250 人 

20 回 

600 人 
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（基本施策２－２ 認知症施策の推進） 

11 

事業名 専門医療相談、普及・啓発 実施主体 

事業概要 

保健・医療・介護機関等と連携を図り、鑑別診断や
相談対応などを行い、認知症の方とその家族が、住
み慣れた地域で安心して生活できるようにします。 
また、認知症に関する理解を促す普及啓発等を行い
ます。 

新城市民病院 

認知症疾患医療センター

 

12 

事業名 
認知症対応型共同生活介護（グループホーム）の

整備 
実施主体 

事業概要 

認知症の症状により自宅での生活が困難となった
高齢者が、家庭的な雰囲気の共同生活で、認知症に
関する専門知識を得たスタッフによるケアを受け
ながら、自宅での生活に近い状態で日常生活を送る
ことができる施設です。グループホームの需要が高
く、要介護認定者の増加とともに認知症高齢者の増
加が予測されることから、本サービスの整備を推進
します。 

東三河広域連合 

 

13 

事業名 グループホーム入居者の負担軽減 実施主体 

事業概要 
グループホームへの円滑な入居を支援するため、市
町村民税非課税世帯等の低所得者を対象に利用者
負担の軽減を行います。 

東三河広域連合 

 

  

認知症サポーター養成講座
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基本施策 ２-３ 家族介護者⽀援の推進 

住み慣れた地域で安心して暮らせるようになるためには、要介護者を家庭で

介護している家族介護者への支援も重要です。東三河広域連合が実施した高齢

者実態把握調査結果では、家族介護者の５割以上が、３年以上の長期に介護を

続け、負担を感じている方は７５％以上になります。（Ｐ７８） 

介護が必要になっても自宅で生活を続けられるように、家族介護教室の開催

など家族介護者の負担の軽減を図ります。家族介護教室は各年テーマを変え、

家族介護者が適切な介護知識・技術が習得できるよう工夫して開催していきま

す。 

 

  

家族介護者教室
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（基本施策２－３ 家族介護者支援の推進） 

1 

事業名 家族介護教室等の開催 実施主体 

事業概要 

家族介護者向けに、適切な介護知識・技術の習得、
外部サービスの適切な利用方法の習得などを内容
とした教室を開催し、介護者の負担軽減を図りま
す。 

高齢者支援課

上段（実施回数） 

下段（延人数） 

平成３０年度（実績） 平成３１年度（実績） 令和２年度（見込） 令和５年度（目標）

1回 
（排泄ケアについて）

14人 

1回
（移乗について）

12人 

1回 
20人 

1回 
20人 

 

2 

事業名 重度要介護者家族介護用品支給事業 実施主体 

事業概要 

在宅で要介護認定者を介護する家族の経済的負担
の軽減と、在宅生活の継続や清潔で快適な在宅介護
環境の保持を図るため、低所得者を対象に介護用品
券を給付します。 

東三河広域連合

 

3 

事業名 紙おむつ宅配サービス 実施主体 

事業概要 

社協が主体となり、在宅の要介護４・５の要介護者
に紙おむつを支給し家族の経済的な負担の軽減を
図ります。（東三河広域連合で実施している重度要
介護者家族介護用品支給事業の対象外の方） 

社会福祉協議会

 

4 

事業名 介護職員初任者研修への受講支援 実施主体 

事業概要 

介護事業所で就労するために資格を取得したい方
や、家族を介護するために、又は将来に備えて介護
の知識を身につけたい方などで、介護職員初任者研
修を受講した方に対し、受講費の一部を助成し介護
技術の取得をすることで、自宅での介護負担の軽減
を図ります。 

東三河広域連合

 

5 

事業名 家族介護者のレスパイト支援【新規】 実施主体 

事業概要 

家族と同居する高齢者世帯数が多い中、家族介護者
の負担感が大きいことから、家族介護者の心身の負
担軽減やリフレッシュにつながる機会を創出し、在
宅介護の継続を支援します。 

東三河広域連合

 

6 

事業名 福祉用具貸与サービス 実施主体 

事業概要 

市内在住の一般市民を対象に、車いす等の福祉用具
を短期間、無料で貸与します。急な介護の需要に対
応し、福祉用具の利用ができるようになるまでの家
族負担を軽減します。 

社会福祉協議会

 
  



 

35 
 

 

基本目標３ 安心して暮らし続けられるまち 

基本施策 ３-１ 生活⽀援体制整備の推進 

市で実施した高齢者福祉に関するアンケート調査の結果（Ｐ８０～８５）か

ら、高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けていくためには、様々な生活支援体

制が必要なことと共に、その情報が適切に得られることが必要であることがわ

かります。 

そこで、高齢者が住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続してい

くために、相談体制の充実や適切な情報提供ができるよう努めていきます。 

高齢者の生活支援・介護予防サービスの体制整備を推進していくため、生活

支援コーディネーターや協議体を配置し、担い手や地域の新たな資源を発掘し、

高齢者の社会参加や生活支援の充実を推進していきます。また、日常生活を継

続するための移動やごみ出し、買い物等の困り事を、関係各課と協議し、高齢

者の困りごとに対応するため、さらに体制強化を図ります。 

 

  

移動販売
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（基本施策３－１ 生活支援体制整備の推進） 

【１ 相談窓口等】 

1 

事業名 地域包括支援センター運営事業 実施主体 

事業概要 

地域包括支援センターを新城市社会福祉協議会に事
業委託し設置・運営し、高齢者福祉サービス、介護
保険サービスの利用支援をはじめ、高齢者の権利擁
護や地域で自立した日常生活が送れるよう支援を行
います。 

高齢者支援課 

地域包括支援

センター 

（相談件数） 

平成３０年度（実績） 平成３１年度（実績） 令和２年度（見込） 令和５年度（目標）

2,773 件 2,826 件 3,000 件 3,000 件 

 

2 

事業名 高齢者ふれあい相談センター運営事業 実施主体 

事業概要 

日常生活圏域ごとに６か所の高齢者ふれあい相談
センターを設置し、高齢者福祉サービス、介護保険
サービスの利用支援を行います。市民に身近な相
談・援助機関として、また、地域の要援護高齢者の
実態把握機関として重要な役割を果たします。 

高齢者支援課 

 

3 

事業名 
地域包括支援センター・高齢者ふれあい相談センタ
ー連絡会議 

実施主体 

事業概要 
３か月に１回、市、地域包括支援センター、高齢者
ふれあい相談センターの職員が集まり、情報交換、
情報共有等を行い連携を図ります。 

高齢者支援課 

 

4 

事業名 
生活支援コーディネーターの配置と協議体の設

置【再掲】 
実施主体 

事業概要 

第１層生活支援コーディネーターは、市全域を担
当し、地域で解決できない課題等に取り組み、第
２層生活支援コーディネーターのサポートや市
との調整を図ります。 
第２層生活支援コーディネーターは、日常生活圏
域を担当し、地域資源の開発や課題に取り組み、
生活支援サービスの情報共有や連携する場を構
築します。 

高齢者支援課 
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（基本施策３－１ 生活支援体制整備の推進） 

5 

事業名 各種相談業務【重点事業】 実施主体 

事業概要 

加齢や疾病、障がい等により、生活に不安や支障が
出る方の支援をするとともに、関係する機関と連携
し、切れ目のない支援をすることで、安心して生活
が続けられるようにしていきます。 

福祉課 

高齢者支援課 

社会福祉協議会

等

 

【２ 権利擁護】 

1 

事業名 日常生活自立支援事業※ 実施主体 

事業概要 

社会福祉協議会が主体となり、日常生活に不安を抱
えている認知症高齢者、障がい者等の日常的な金銭
管理、福祉サービス利用、事務手続き等の援助を行
い、安心して生活できるよう支援します。 

社会福祉協議会

 

2 

事業名 成年後見制度利用支援事業 実施主体 

事業概要 

認知症等により判断能力が十分でない高齢者の成
年後見制度利用の際に、近親者等に申立人がいない
場合、市が家庭裁判所に申し立てを行います。成年
後見制度の申立てに要する経費や成年後見人等の
報酬の助成を行い、安心して生活できるよう支援し
ます。 

高齢者支援課 

 

3 

事業名 成年後見制度に関する広報・啓発業務 実施主体 

事業概要 
成年後見制度に関する正しい理解を広めるため、情
報発信、講演会や研修会の開催など市民や関係機関
の方々に幅広く広報・啓発を行います。 

福祉課 

高齢者支援課 

社会福祉協議会

 

4 

事業名 法人後見の受任 実施主体 

事業概要 
家庭裁判所の審判に基づき、社会福祉協議会が法人
として成年後見人等（補助人・保佐人・後見人）を
行います。 

社会福祉協議会

 

5 

事業名 高齢者及び障害者虐待防止ネットワーク 実施主体 

事業概要 

警察や保健所、医療機関、民生委員などの関係機関・
団体との連携強化による速やかな連絡・連携体制の
ため、高齢者及び障害者虐待防止ネットワークを形
成します。 

高齢者支援課 

福祉課 
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（基本施策３－１ 生活支援体制整備の推進） 

6 

事業名 高齢者虐待等への的確な対応のための体制整備 実施主体 

事業概要 

高齢者虐待の疑いの通報を受けた場合、市と地域包
括支援センターに集約し、早期に事実確認をした
後、虐待の疑いがある場合は、関係機関で構成する
支援会議で対応方法を検討し連携をとって相談・支
援を行います。 

高齢者支援課 

地域包括支援センター

 

7 

事業名 高齢者虐待防止など人権に関する啓発の推進 実施主体 

事業概要 
高齢者に対する虐待防止のため、関係者に対する意
識啓発、地域での取組に関する啓発をしていきま
す。 

高齢者支援課 

地域包括支援センター

 

【３ 住まい・施設】 

1 

事業名 虹の郷居住提供事業 実施主体 

事業概要 
高齢等のため独立して生活することに不安のある
方に対して、一定期間居住の場を提供し不安解消に
努めます。 

高齢者支援課 

年間利用 

実人数 

平成３０年度（実績） 平成３１年度（実績） 令和２年度（見込） 令和５年度（目標）

7 人 6 人 7 人 7 人 

 

2 

事業名 養護老人ホーム※入所措置事業 実施主体 

事業概要 

６５歳以上で、環境上の理由及び経済的理由で居宅
において養護を受けることが困難な方を対象とす
る施設で、市および近隣に所在する養護老人ホーム
へ入所措置を行い安定した生活の場を確保します。 

高齢者支援課 

入所状況 

（本市措置者） 

平成３０年度（実績） 平成３１年度（実績） 令和２年度（見込） 令和５年度（目標）

16 人 20 人 19 人 19 人 

 

3 

事業名 軽費老人ホーム（ケアハウス）※ 実施主体 

事業概要 
身体機能の低下が認められる高齢者等のため、独立
して生活することに不安がある人を対象とする入
所施設です。心身の状況に応じて紹介します。 

高齢者支援課 
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（基本施策３－１ 生活支援体制整備の推進） 

4 

事業名 有料老人ホーム※・サービス付き高齢者向け住宅※ 実施主体 

事業概要 

高齢者に安全な設計や設備を備えた高齢者向けの
住宅や、有料老人ホームの入居に関し、必要に応じ
紹介します。特定施設入居者生活介護※を受けられ
る施設もあります。 

高齢者支援課 

 

5 

事業名 
既存の市営住宅の維持補修に関しバリアフリー※化

の推進 
実施主体 

事業概要 
高齢者が安心して生活するため、既存の市営住宅に
おいて段差の少ない住環境を整備していきます。 都市計画課 

 

6 

事業名 住宅改修支援事業 実施主体 

事業概要 
要介護・要支援者が安全に生活するための、自宅の
住宅改修に関する相談や申請受付などを行います。 東三河広域連合 

 

7 

事業名 耐震改修時バリアフリー化事業 実施主体 

事業概要 
木造住宅の耐震化工事と併せて、高齢者等が同居す
る住宅のバリアフリー化工事をする場合、費用を一
部助成します。 

高齢者支援課 

 

【４ 移動】 

1 

事業名 公共バス運行事業 実施主体 

事業概要 

運転免許証の返納やバス停まで歩くことが困難な高
齢者が増えてきたことから、市内のどこに住んでい
ても生活の足が確保され、孤立化することがないよ
うＳバスの路線経路の見直しやデマンド型区域
運行※の普及を図るなど、生活圏と生活の質を重視し
た公共交通の再編を促します。バス事業者と連携し
たバスの乗り方講座の開催や地域が主体となって行
うデマンド交通の運営などに対する相談を受け付け
ます。 
また、自宅から通院・買い物などの目的地までの時
刻表をまとめた自分だけの「マイバス時刻表」を作
成します。 

公共交通対策室
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（基本施策３－１ 生活支援体制整備の推進） 

2 

事業名 高齢者福祉タクシー料金助成 実施主体 

事業概要 

満８０歳以上のひとり暮らし高齢者等の外出を支
援するため、タクシー料金を助成します。民生委員
や高齢者ふれあい相談センターで申請の代行を行
います。 

高齢者支援課 

給付者数 

平成３０年度（実績） 平成３１年度（実績） 令和２年度（見込） 令和５年度（目標）

361 人 378 人 390 人 400 人 

 

3 

事業名 介護タクシー料金助成 実施主体 

事業概要 

外出困難な在宅の重度要介護認定者に対し、ストレ
ッチャー及び車イス対応タクシー（特殊車両）の料
金を助成し、医療機関または公共機関への移動を支
援します。 

高齢者支援課 

給付者数 
平成３０年度（実績） 平成３１年度（実績） 令和２年度（見込） 令和５年度（目標）

16 人 14 人 14 人 14 人 

 

4 

事業名 新城市作手地区福祉輸送サービス事業 実施主体 

事業概要 

作手地区で福祉輸送サービスを行い、公共交通機関
を利用することが困難な移動制約者の外出を支援
します。作手地区の障がいを有する方及び要介護・
要支援認定者が対象です。 

高齢者支援課 

登録者数 
平成３０年度（実績） 平成３１年度（実績） 令和２年度（見込） 令和５年度（目標）

67 人 69 人 79 人 79 人 

 

5 

事業名 福祉有償運送料金助成 実施主体 

事業概要 
タクシー利用の困難な地域において、満８０歳以上
のひとり暮らし等で福祉有償運送を利用される方
に対し助成を行います。 

高齢者支援課 

給付者数 
平成３０年度（実績） 平成３１年度（実績） 令和２年度（見込） 令和５年度（目標）

21 人 23 人 6 人 6 人 

 

6 

事業名 新城市高齢者運転免許証自主返納支援事業 実施主体 

事業概要 

７０歳以上の運転免許証を自主返納した方に対し、
Ｓバス回数券、高速バス新城名古屋藤が丘線回数
券、タクシー料金助成券、交通安全啓発物品のいず
れか希望するものを１点交付します。 

行政課 
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（基本施策３－１ 生活支援体制整備の推進） 

7 

事業名 車両貸出事業(福祉バス） 実施主体 

事業概要 

地域の交流活動、高齢者の買い物支援等のために運
転手付きで車両を貸し出すことで、高齢者の外出増
進、孤立化や閉じこもりの防止に努めます。地域交
流を促進し、地域のつながりを深めます。 

社会福祉協議会

給付者数 

平成３０年度（実績） 平成３１年度（実績） 令和２年度（見込） 令和５年度（目標）

35回 
444人 

47回 
530人 

20回 
150人 

45回 
500人 

 

【５ 安全・安心】 

1 

事業名 緊急通報システム事業 実施主体 

事業概要 
ひとり暮らし高齢者、寝たきり高齢者を抱える高齢
者のみの世帯に対して、緊急通報システムの機器を
貸与し、緊急時の援助と安否確認を行います。 

高齢者支援課 

年度末 

利用者数 

平成３０年度（実績） 平成３１年度（実績） 令和２年度（見込） 令和５年度（目標）

325 人 305 人 305 人 300 人 

 

2 

事業名 高齢者日常生活用具給付事業 実施主体 

事業概要 

ひとり暮らし高齢者、高齢者のみの市民税非課税世
帯に対して、火災報知機・自動消火装置・電磁調理
器の給付を行い安心して生活できるよう支援しま
す。 

高齢者支援課 

給付件数 

平成３０年度（実績） 平成３１年度（実績） 令和２年度（見込） 令和５年度（目標）

0 件 1 件 1 件 1 件 

 

3 

事業名 ひとり暮らし高齢者安否確認事業 実施主体 

事業概要 

８０歳以上のひとり暮らし、および７５歳以上の一
人暮らしで、要支援・要介護認定者または総合事業
対象者、身体障害者、療育、精神障害者保健福祉の
手帳を所持している方に週１回安否確認を行うと
ともに心の支えとなります。 

社会福祉協議会

 

4 

事業名 寝具乾燥事業 実施主体 

事業概要 
ひとり暮らし高齢者や寝たきり高齢者等に寝具の乾
燥サービスを提供することにより、衛生の保持を図
ります。 

高齢者支援課 

延利用者数 

平成３０年度（実績） 平成３１年度（実績） 令和２年度（見込） 令和５年度（目標）

194 人 192 人 221 人 220 人 
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（基本施策３－１ 生活支援体制整備の推進） 

5 

事業名 救急医療情報キット配布事業 実施主体 

事業概要 

高齢者の急病等の緊急時に備えて、ひとり暮らし高
齢者、高齢者のみの世帯等に救急医療情報キットの
配付を行います。医療情報、緊急連絡先等が記入さ
れた情報用紙を専用の容器に入れて自宅に保管す
ることで、救急隊が駆けつけた時に適切な処置がで
きるようにします。 

高齢者支援課 

配布者数 

平成３０年度（実績） 平成３１年度（実績） 令和２年度（見込） 令和５年度（目標）

2,335 人 2,470 人 2,493 人 2,550 人 

 

6 

事業名 災害時要援護者※に関する情報提供への同意の推進 実施主体 

事業概要 

【名簿の作成】災害対策基本法の改正で、市町村で
の要援護者名簿作成が義務付けられ、非常時の情報
提供が可能となりました。有効な情報の活用に向
け、平常時から地域支援者に対し情報提供を可能と
するための同意を推進し、災害時の迅速な対応に努
めていきます。 

福祉課 

【制度活用】自主防災会、民生委員、消防団へ名簿
情報を提供することにより登録者の周知を図り、地
域での支援体制を確立するため、自主防災会が作成
する地区防災計画の作成支援を行います。 

防災対策課 

 

7 

事業名 災害時要援護者家具転倒防止支援事業の普及 実施主体 

事業概要 

大地震時における家具転倒による死傷者の軽減を
図るため、速やかな避難が難しく家具転倒防止用具
の取付が困難な災害時要援護者に対し支給及び取
付の支援を実施していきます。 

防災対策課 

 

8 

事業名 福祉避難所の設置 実施主体 

事業概要 

老人福祉施設等を対象に福祉避難所を指定し、災害
時の安全な避難場所の確保に努めていきます。 福祉課 

高齢者など配慮が必要な方の避難の受入体制を構
築するため、指定の拡充を図るとともに、受入・運
営体制の構築支援及び連絡体制を確立し災害時の
適切な運用を目指します。 

防災対策課 

 
 

9 

事業名 
公共施設及び公共交通におけるバリアフリー化・

ユニバーサルデザイン※化の推進 
実施主体 

事業概要 
高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けていくため
に、障壁のない安全・安心な都市空間を確保してい
きます。 

都市計画課 
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（基本施策３－１ 生活支援体制整備の推進） 

10 

事業名 高齢者等ごみ出し支援事業【新規】 実施主体 

事業概要 
高齢者等で、ごみ集積場へごみを出すことが困難な
世帯を対象に、ごみ出しを支援する体制を検討しま
す。 

生活環境課 

 

【６ 食・買い物】 

1 

事業名 「食」の自立支援事業 実施主体 

事業概要 

ひとり暮らし高齢者、高齢者のみの世帯等を対象
に、昼食または夕食を配達します。住み慣れた自宅
で安定した生活を続けることができるようにする
ため、配食業者が安否確認を兼ねて配達します。 

高齢者支援課 

利用者数 

平成３０年度（実績） 平成３１年度（実績） 令和２年度（見込） 令和５年度（目標）

191 人 185 人 190 人 190 人 

 

2 

事業名 配食サービス空白地域解消事業 実施主体 

事業概要 
地理的要件等により「食」の自立支援事業サービス
を利用できない地区の方に、市の委託業者が夕食を
配達します。 

高齢者支援課 

利用者数 

平成３０年度（実績） 平成３１年度（実績） 令和２年度（見込） 令和５年度（目標）

20 人 26 人 15 人 15 人 

 

3 

事業名 移動販売事業 実施主体 

事業概要 
日常の買い物が困難な高齢者等の負担軽減及び利
便性の向上のため移動販売事業の促進を図ってい
ます。 

高齢者支援課 
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基本施策 ３-２ サービス基盤の充実 

平成３０年度より、介護保険事業は東三河８市町村で構成する東三河広域連

合に統合しましたが、介護保険に係る相談や地域支援事業の実施など、市民の

身近な窓口として、引き続き市が関わることとなっています。 

介護保険事業を円滑に運営するため、制度の持続可能性を確保するとともに、

制度の周知と啓発に努め、適切なサービスの提供及び更なる質の向上を図り、

介護が必要な方が安心して利用できる環境の整備に努めます。 

 

 

 

 
■ 東三河版地域包括ケアシステムのイメージ図 
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（基本施策３－２ サービス基盤の充実） 

1 

事業名 東三河広域連合との連携強化 実施主体 

事業概要 
介護保険に関する市民の窓口として、介護保険事業
が円滑に実施できるよう東三河広域連合との連携強
化を図ります。 

高齢者支援課 

 

2 

事業名 介護サービス事業所等の適正化支援 実施主体 

事業概要 

東三河広域連合の新城窓口として、市内事業所との
連絡調整や新城市介護サービスネットワーク協議会
のオブザーバーとして、助言等の支援を行い介護サ
ービスの利用が円滑に実施できるよう支援します。 

高齢者支援課 

 

3 

事業名 介護ロボット普及促進 実施主体 

事業概要 
介護事業所に対し、介護ロボットの普及啓発などの
施策を展開することにより、普及促進・知識取得を
図ります。 

高齢者支援課 

 

4 

事業名 
中山間地域における居宅サービスの確保・拡充【新

規】 
実施主体 

事業概要 

都市部と比べて居宅サービスを提供する介護事業者
の負担が大きい中山間地域において、居宅サービス
が提供される体制を維持するとともに、新たな事業
者の参入促進を図るため、中山間地域の住民に対し
てサービスを提供する事業者への支援等に取り組み
ます。 

東三河広域連合 

 

5 

事業名 介護支援専門員資格の取得支援 実施主体 

事業概要 

介護支援専門員の有資格者増加による介護サービス
の安定提供を確保するため、介護支援専門員資格の
取得に係る受講手数料及び研修受講料の補助を行い
ます。 

東三河広域連合 
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（基本施策３－２ サービス基盤の充実） 

6 

事業名 介護保険指定事業者講習会の開催 実施主体 

事業概要 

全ての介護事業所を対象とした講習会を開催し、適
正なサービス提供に必要となる各種手続きや介護保
険制度の周知をはじめ、各事業所における非常災害
への備えや感染症対策に係る取組を促すなど、介護
サービスの質の確保及び介護給付の適正化を図りま
す。 

東三河広域連合 

 

7 

事業名 介護職員初任者研修への受講支援【再掲】 実施主体 

事業概要 

介護事業所で就労するために資格を取得したい方
や、家族を介護するために、又は将来に備えて介護の
知識を身につけたい方などで、介護職員初任者研修
を受講した方に対し、受講費の一部を助成します。ま
た、この制度を活用し、東三河地域に所在する介護事
業所で１年以上継続して勤務した方には就労加算と
して追加助成し、新たな介護人材の確保や定着を推
進します。 

東三河広域連合 
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      資料編  
 

１ 介護保険事業計画（東三河広域連合第８期介護保険事業計画抜粋） 

（１） 施策の展開に関する考え方 

介護保険施策の展開に当たっては、東三河地域の高齢者を取り巻く現状と課

題や第７期計画での施策の実施状況等を踏まえた「第８期計画の事業方針」に

基づき事業を実施します。 

また、東三河の地域分析等により、「介護人材の慢性的な不足」、「家族介護者

の介護による負担」、「北部圏域における介護サービスの事業継続」については、

この地域の特に大きな課題項目として捉えていることから、本計画における重

点項目として取組みを推進します。 

これら重点項目及び既存事業等の取組みについては、新型コロナウイルス感

染症の対策として、新しい生活様式が定着する中で、３密回避などを意識した

事業を実施します。 

■ 本計画における重点項目 

 

 

（２） 事業の整理区分 

要介護・要支援状態となることを予防し、地域において自立した日常生活を

営むことができるよう支援することを目的とした「地域支援事業」、地域支援事

業以外に東三河広域連合が独自に実施する「独自事業」、介護保険施設や地域密

着型サービスを整備する「施設整備」を実施します。 

また、「地域支援事業」については、地域における包括的な相談・支援体制、

多様な主体の参画による日常生活の支援体制、在宅医療と介護の連携体制、認

知症高齢者への支援体制の構築等がそれぞれの地域の実情に応じて実施され

るよう、本計画期間中は次の３つの区分に整理して事業を実施します。 

  

介護人材の確保と定着 家族介護者の負担軽減 
北部圏域における介護 

サービスの事業継続支援 
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■ 本計画における事業区分と地域支援事業の整理区分一覧 

事業区分 事業整理区分 事業内容 

地域支援事業 

区分① 
統一的な実施基準を定め全市町村で実施する事業 

統一的な実施基準を定め全市町村で実施する事業は、市町村で受けられる

サービスの充実と平準化を図ります。 

区分② 
地域の特性を考慮して全市町村で実施する事業 

異なる社会資源を活用して実施している事業は、市町村ごとに実施方法を

委ね、地域の実情に応じた創意工夫のある事業を実施します。 

区分③ 
各市町村の必要性に応じて実施する事業 

社会資源の有無など、地域の特性により事業展開の必要性が異なる事業

は、市町村に実施の有無を委ね、柔軟な地域づくりを推進します。 

独自事業  
地域の課題解決に向けて、地域支援事業以外で東三河独自の事業を実施し

ます。 

施設整備  
介護需要を的確に見込み、必要となる介護保険施設等の整備を推進しま

す。 
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（３） 第８期介護保険事業計画実施事業一覧 

基本理念  基本目標  基本施策 

     

い
つ
ま
で
も
健
や
か
で
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
東
三
河
の
実
現 

 

１ だれもが健康でいきいきと 

暮らせる東三河 

 

1-1 介護予防活動の推進 

  

  

  

  

  

1-2 自立支援活動の推進 

  

  

  

  

  

  

 

2 住み慣れた地域で安心して 

暮らせる東三河 

 

2-1 在宅医療・介護連携の推進 

  

  

  

  

  

2-2 認知症施策の推進 

  

  

  

  

  

2-3 家族介護者支援の推進 
  

  

  

 

３ 充実した介護サービスを 

提供できる東三河 

 

3-1 介護サービス基盤の充実   

  
 

  

3-2 介護人材の確保と定着の支援   

  

  

3-3 介護保険制度の円滑な運営   
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 実施事業 

     

 1 介護予防教室等の開催  地 ②  2 介護予防活動の支援  地 ②  

 3 リハビリテーション専門職の派遣  地 ①  4 介護予防が必要な高齢者の早期発見  地 ②  

 5 介護予防訪問サービス  地 ①  6 広域型訪問サービス  地 ①  

 7 

9 

介護予防通所サービス  地 ①  

地域型通所サービス  地 ③  

8 広域型通所サービス  地 ①  

 

 1 生活支援コーディネーターの配置  地 ②  2 協議体の設置  地 ②  

 3 地域ケア会議の開催  地 ②  4 生活支援ボランティアの養成  地 ③  

 5 生活支援ボランティアによる高齢者の支援  地 ③  6 配食サービスの実施  地 ②  

 7 高齢者世話付住宅への生活援助員の派遣  地 ③  8 シニア人材の活用促進  独 

 9 地域型訪問サービス  地 ③  10 短期集中訪問サービス  地 ③  

 11 移動支援訪問サービス  地 ③  12 短期集中通所サービス  地 ③  

 13 介護ボランティアポイント制度の実施  地 ③  14 ◎就労的活動支援コーディネーターの配置  地 ③  

 1 地域の医療・介護資源の把握  地 ②  2 在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討  地 ②  

 3 切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進 地 ②  4 医療・介護関係者の情報共有の支援  地 ②  

 5 在宅医療・介護連携に関する相談支援  地 ②  6 医療・介護関係者の研修  地 ②  

 7 地域住民への普及啓発  地 ②  8 在宅医療・介護連携に関する関係市町村の連携  地 ②  

 9 地域ケア会議の開催 ［再掲］  地 ②   

 1 認知症支援体制の充実  地 ②  2 ＧＰＳによる認知症高齢者家族支援サービスの推進  地 ①

 3 認知症高齢者・見守りＳＯＳネットワークの推進  地 ②  4 成年後見制度の利用に向けた支援  地 ①  

 5 グループホーム入居者の負担軽減  地 ①  6 認知症サポーターの養成  地 ②  

 7 ◎認知症サポーター活動の促進  地 ②  8  グループホームの整備  施 

 1 介護用品の購入支援  独 2 家族介護教室等の開催  地 ②  

 3 高齢者疑似体験セットの貸出し 独 4 介護職員初任者研修の受講支援  独 

 5 ◎家族介護者のレスパイト（休息）支援  独 重 6 ◎小規模特別養護老人ホームの整備  施 

 7 グループホームの整備 [再掲]  施  

 1 地域包括支援センターの運営  地 ②  2 地域ケア会議の開催 ［再掲］ 地 ②  

 3 ◎中山間地域における居宅サービスの確保・拡充  独 重 4 ◎小規模特別養護老人ホームの整備 [再掲]  施 

 5 グループホームの整備 [再掲]  施  

 1 介護職員初任者研修の受講支援 [再掲] 独 重 2 介護事業所管理者向け人材育成支援講座の開催  

 3 ◎民間ノウハウを活用した介護人材対策の実施  独 重 4 ◎中山間地域の介護人材確保対策  独 重 

 5 ◎介護支援専門員資格の取得支援  独 重 6 ◎認知症高齢者等離設対策機器の導入支援  独 重 

 1 介護サービス事業者等の適正化の支援  地 ②  2 ケアプラン作成能力向上の支援  地 ①  

 3 

5 

介護給付費通知による適正化  地 ①  

◎認知症高齢者等離設対策機器の導入支援 [再掲] 独 

4 介護保険指定事業者講習会の開催 独  

 

 ［ 凡例 ◎：新規事業  地：地域支援事業  独：独自事業  施：施設整備  重：重点取組事業］ 
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（４） 介護保険料の算定方法 

６５歳以上の方（第１号被保険者）が負担する介護保険料は、介護保険事業

計画の見直しに伴い３年ごとに算定します。介護保険料を算定するための大ま

かな流れは以下のとおりです。 

 

 

（５） 介護給付費等に要する費⽤の⾒込み 

介護給付費等に要する費用は、以下のとおり令和３年度が約５５２億円、令

和４年度が約５６８億円、令和５年度が約５８２億円と見込んでいます。 

■ 介護給付費等に要する費用の総額       （単位：千円） 

区  分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 計 

 介護給付費 51,993,000 53,413,000 54,724,000 160,130,000

介護サービス給付費 47,855,010 49,313,420 50,539,900 147,708,330

介護予防サービス給付費 1,607,040 1,641,980 1,673,600 4,922,620

高額介護サービス費 1,105,570 1,120,600 1,145,100 3,371,270

高額医療合算介護サービス費 150,920 155,400 159,100 465,420

特定入所者介護サービス費 1,247,460 1,153,600 1,177,300 3,578,360

審査支払手数料 27,000 28,000 29,000 84,000

 地域支援事業費 3,203,000 3,363,000 3,405,000 9,971,000

介護予防・日常生活支援総合事業

費 
1,998,000 2,046,000 2,083,000 6,127,000

包括的支援・任意事業費 1,205,000 1,317,000 1,322,000 3,844,000

保健福祉事業費 3,200 34,000 35,000 72,200

介護保険サービス費 総額 55,199,200 56,810,000 58,164,000 170,173,200

    

①
• 第８期事業計画期間の介護給付費等に要する費用の総額を算定

②
• ①の内、第１号被保険者の介護保険料でまかなう費用の総額を算定

③
• 第８期介護保険料の基準額（月額）の算定

④
• 所得段階別の介護保険料の算定
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（６） 介護給付費等に要する費⽤の財源構成 

介護給付費及び地域支援事業費に要する費用の内、１割（一定以上所得者は

２割、特に所得の高い者は３割）はサービスを利用した本人が負担し、残りの

７～９割は介護保険から支払われます。介護保険から支払う費用の内、５０％

は国、県、広域連合が公費で支払い、残りの５０％は６５歳以上の第１号被保

険者（広域連合が介護保険料を徴収）と４０歳以上６４歳以下の第２号被保険

者（医療保険と一緒に徴収）が支払う介護保険料で負担します。ただし、地域

支援事業費の内、包括的支援事業及び任意事業については、第２号被保険者負

担分は公費が充てられます。 

第１号被保険者と第２号被保険者の負担割合は、全国の人口比によって定め

られ、第８期事業計画期間の第１号被保険者の負担割合は２３％、第２号被保

険者の負担割合は２７％で、第７期事業計画期間と同じ割合になります。第８

期事業計画期間の財源構成は、以下のとおりです。 

 

■介護給付費、地域支援事業費の財源構成（第８期） 

【介護給付費の財源構成】 

 

 

  

調整交付金

5％含む 

※居宅サービス給付費   ： 施設等給付費以外の介護給付費 

※施設等サービス給付費  ： 介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設（介護医療院含む）、特定施設入居者

生活介護（介護予防）、特定施設入居者生活介護にかかる給付費、施設等サービスに係る審査支払手数

料 

調整交付金

5％含む 
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【地域支援事業費の財源構成】 

  
   

 
【保健福祉事業費の財源構成】 

第１号保険料 100％  

※介護給付費及び地域支援事業費の調整交付金は 3.48％の見込み 

調整交付金

5％含む 
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第１号被保険

者 

の負担率 

（23.0%） 

第８期事業計画 

期間における 

地域支援事業費総額

（9,971,000 千円）

第１号被保険者

の負担率 

（23.0%） 

第８期事業計画 

期間における 

介護給付費総額 

（160,130,000 千円） 

× × ＋ 

第８期事業計画期間におけ

る 

財政調整交付金交付見込額

（実際の交付割合 3.48%）

（5,779,941 千円） 

第８期事業計画期間 

における財政調整交付

金 

（給付費等の 5.0%）

（8,312,850 千円） 

第８期事業計画 

期間における 

保健福祉事業費総額 

（72,200 千円） 

－ ＋ ＋ 

5,447 円12 ヵ月 

補正 

被保険者数 

（644,233 人） 

予定保険料 

収納率 

（99.1%） 

①第１号被保険者の 

保険料でまかなう 

費用総額 

（41,728,339 千円） 

≒ ÷ ÷ ÷ 

②必要保険料 

基準月額 

（5,447 円） 

介護給付費等準備基金 

取り崩しによる抑制 

（457 円） 

保険料基準月額 

4,990 円 
－ ＝ 

 

（７） 第８期介護保険料の算定 

第８期事業計画期間の第１号被保険者の介護保険料は、以下のとおり算定し

ます。 

① 第１号被保険者の保険料でまかなう費用総額 

 

 

 

 

 

 

 
 

※財政調整交付金は、後期高齢者人口の比率や高齢者の所得水準による保険料水準の格差を調整するために、国か

ら交付されるものです。財政調整交付金が増減すると、連動して第 1号被保険者の負担割合も増減します。な

お、東三河広域連合では交付割合を平均 3.48%と想定して算出しています。 

 

② 必要保険料基準月額 

 

 

 

 

※予定保険料収納率は、東三河８市町村の過去３年間の加重平均を設定しています。 

※補正被保険者数は、基準額に対する保険料率を各所得段階の人口に掛け合わせたもので、年度ごとに補正被保険者

数を算出した３年間の合計値です。 

 

③ 介護保険給付費等準備基金による保険料基準月額の軽減  

介護保険の健全かつ円滑な運営を図るため東三河広域連合では、介護保険給

付費等準備基金を設置しています。第８期事業計画期間は、基金を約３５億円

活用することで、保険料基準月額４５７円の軽減を図ります。 

 

 

 

 

 

※第８期事業計画より、東三河広域連合に基金が一本化されていることから、構成市町村の保険料基準月額が統一と

なります。 
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（８） 第８期介護保険料の所得段階区分及び保険料率 

第８期事業計画では、低所得者層の負担軽減に配慮するとともに、保険料の

上昇を抑制するため、所得段階区分の細分化を行うなど、被保険者の負担能力

に応じた保険料を設定します。 

 
① 低所得者層の保険料率の軽減 

第２段階の方の保険料率を国標準の０．７５から０．６５、また第４段階の

方の保険料率を国標準の０．９０から０．８５にすることで、低所得者層の方

の負担を軽減します。 

 

② 課税層の多段階設定（第９段階の細分化） 

負担能力に応じた保険料負担の観点から、第７期事業計画期間同様に国標準

の第９段階目を４段階に細分化して、第１０段階から第１２段階を設定します。

第１０段階は「本人が市町村民税課税で、合計所得金額が５００万円以上 

７５０万円未満の方」、第１１段階は「本人が市町村民税課税で、合計所得金額

が７５０万円以上１，０００万円未満の方」、第１２段階は「本人が市町村民税

課税で、合計所得金額が１，０００万円以上の方」の所得要件を満たす方とし

ます。 

また、第１０段階の保険料率を１．８０、第１１段階の保険料率を２．００

（第７期は１．９０）第１２段階の保険料率を２．２０（第７期は２．００）

に設定します。 

 

■ 国標準と広域連合第８期事業計画の比較 

＜国標準＞ 

段 階 第１段階 第２段階 第３段階 第４段階 第５段階 第６段階 第７段階 第８段階 第９段階 

保険料率 0.50 0.75 0.75 0.90 1.00 1.20 1.30 1.50 1.70 

 

＜広域連合＞ 

段 階 第１段階 第２段階 第３段階 第４段階 第５段階 第６段階 第７段階 第８段階 第９段階 第 10 段階第 11 段階第 12 段階

保険料率 0.50 0.65 0.75 0.85 1.00 1.20 1.30 1.50 1.70 1.80 2.00 2.20 
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③ 所得段階別の介護保険料 

第８期事業計画の介護保険料は、保険料基準額に所得段階別の保険料率を乗

じて算定します。なお、介護保険法施行規則の改正を考慮し、第７段階から第

９段階を区分けする基準所得金額を以下のとおり変更します。 

 

■ 保険料段階を区分する基準所得金額の一部変更 

区分する段階 基準所得金額（第７期） 基準所得金額（第８期） 

第７段階と第８段階 200 万円 210 万円 

第８段階と第９段階 300 万円 320 万円 
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■ 所得段階別の介護保険料 

段階 対 象 者 保険料率 
保険料年額 

（保険料月額）

第１ 

・生活保護を受けている方 
・老齢福祉年金を受けている方で、世帯全員が市町村民税非課税
の方 

・世帯全員が市町村民税非課税で、課税年金収入金額及び合計所
得金額との合計額が 80 万円以下の方 

基準額 

×0.50 

29,940 円 

（2,495 円） 

第２ 
・世帯全員が市町村民税非課税で、課税年金収入金額及び合計所
得金額との合計額が 80 万円を超え、120 万円以下の方 

基準額 

×0.65 

38,922 円 

（3,243 円） 

第３ 
・世帯全員が市町村民税非課税で、課税年金収入金額及び合計所
得金額との合計額が 120 万円を超える方 

基準額 

×0.75 

44,910 円 

（3,742 円） 

第４ 
・本人が市町村民税非課税で、課税年金収入金額及び合計所得金
額との合計額が 80 万円以下の方 

基準額 

×0.85 

50,898 円 

（4,241 円） 

第５ 
・本人が市町村民税非課税で、課税年金収入金額及び合計所得金
額との合計額が 80 万円を超える方 

基準額 
59,880 円 

（4,990 円） 

第６ ・本人が市町村民税課税で、合計所得金額が 120 万円未満の方 
基準額 

×1.20 

71,856 円 

（5,988 円） 

第７ 
・本人が市町村民税課税で、合計所得金額が 120 万円以上 
210 万円未満の方 

基準額 

×1.30 

77,844 円 

（6,487 円） 

第８ 
・本人が市町村民税課税で、合計所得金額が 210 万円以上 
320 万円未満の方 

基準額 

×1.50 

89,820 円 

（7,485 円） 

第９ 
・本人が市町村民税課税で、合計所得金額が 320 万円以上 
500 万円未満の方 

基準額 

×1.70 

101,796 円 

（8,483 円） 

第 10 
・本人が市町村民税課税で、合計所得金額が 500 万円以上 
750 万円未満の方 

基準額 

×1.80 

107,784 円 

（8,982 円） 

第 11 
・本人が市町村民税課税で、合計所得金額が 750 万円以上 1,000
万円未満の方 

基準額 

×2.00 

119,760 円 

（9,980 円） 

第 12 ・本人が市町村民税課税で、合計所得金額が 1,000 万円以上の方
基準額 

×2.20 

131,736 円 

（10,978 円）

※下線部分が第７期事業計画期間からの変更箇所です。 

※各段階における保険料月額は、保険料年額を１２で割った参考値（円未満の端数は切捨て）です。 

※「合計所得金額」は、土地・建物等の譲渡所得に係る特別控除額（租税特別措置法第３３条の４第１項若しくは第

２項、第３４条第１項、第３４条の２第１項、第３４条の３第１項、第３５条第１項、第３５条の２第１項、第３

５条の３第１項又は第３６条の規定の額）を控除して得た額です。 

※第１段階から第５段階までの「合計所得金額」は、課税年金の所得金額（所得税法第３５条第２項第１号に規定の

額をいう。以下同じ。）及び当該合計所得金額に給与所得（所得税法第２８条第１項の金額をいう。以下同じ。）が

含まれている場合には、当該給与所得の金額（租税特別措置法第４１条の３の３第２項の規定による控除が行われ

ている場合には、当該控除額を加えた額）から１０万円を控除して得た額です。 

※第６段階以上の「合計所得金額」に、給与所得又は課税年金の所得金額が含まれている場合には、当該給与所得又

は課税年金の所得金額の合計額から１０万円を控除して得た額です。  
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④ 第１段階から第３段階の方の保険料の軽減について 

第８期事業計画期間において、保険料所得段階の第１段階から第３段階の方

については、国の制度により保険料の軽減を図ります。軽減を行う幅について

は、第７期事業計画期間と同様に、国の基準の範囲内で定めます。なお、保険

料軽減分の財源は公費の投入により、国が２分の１、県が４分の１、広域連合

が４分の１の割合で負担します。 

■ 公費投入による保険料の軽減 

軽減後の保険料率 
軽減後の保険料年額 

（軽減後の保険料月額）

第１段階 保険料率 0.50 → 0.30 
17,964 円 

（1,497 円） 

第２段階 保険料率 0.65 → 0.50 
29,940 円 

（2,495 円） 

第３段階 保険料率 0.75 → 0.70 
41,916 円 

（3,493 円） 

※各段階における保険料月額は、保険料年額を１２で割った参考値です。 
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２ 第８期介護保険事業計画の基本指針（国） 
 

介護保険法第１１６条において、厚生労働大臣は地域における医療及び介護

の総合的な確保の促進に関する法律に規定する総合確保方針に即して、介護保

険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指針を定める

こととされています。 

都道府県及び市町村は、基本指針に即して、３年を１期とする都道府県介護

保険事業支援計画及び市町村介護保険事業計画を定めることとされており、基

本指針は計画作成上のガイドラインの役割を果たしています。 

 

１ ２０２５・２０４０年を見据えたサービス基盤、人的基盤の整備 

○２０２５・２０４０年を見据え、地域ごとの推計人口等から導かれる介護

需要等を踏まえて計画を策定。 

 

２ 地域共生社会の実現 

 

３ 介護予防・健康づくり施策の充実・推進（地域支援事業等の効果的な実施） 

 

４ 有料老人ホームとサービス付き高齢者住宅に係る都道府県・市町村間の情

報連携の強化 

 

５ 認知症施策推進大綱を踏まえた認知症施策の推進 

○認知症施策推進大綱に沿って、認知症の人ができる限り地域のよい環境で

自分らしく暮らし続けることができる社会の実現を目指すため、５つの柱

に基づき記載。（普及啓発の取組やチームオレンジの設置及び「通いの場」

の拡充等について記載。） 

 

６ 地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び業務効率化の取組の強

化 

〇介護現場における業務仕分けやロボット・ICTの活用、元気高齢者の参入に

よる業務改善など、介護現場革新の具体的な方策を記載。 

 

７ 災害や感染症対策に係る体制整備 

○近年の災害発生状況や、新型コロナウィルス感染症の流行を踏まえ、これ

らへの備えの重要性について記載。  
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３ 新城市の現状と将来予測 

（１）新城市人口ピラミッド 

第１次ベビーブームと言われる団塊の世代（昭和２２年～昭和２４年生まれ）

の方が７０歳以上の高齢者になり、高齢者人口が増えていく中で、支え手とな

る生産年齢人口※が少ない、少子高齢化の典型的な「つぼ型」になっています。

ピラミッドの中で一番人口の多い帯が、団塊の世代の属する年齢層となってい

ます。 
 

人口ピラミッド（2015 年） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：住民基本台帳人口（平成 27 年 10 月１日現在） 

 
 

人口ピラミッド（2020 年） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：住民基本台帳人口（令和２年１０月１日現在） 

【　男性　】

838
964

1,144
1,179
1,113
1,114

1,328
1,480

1,547
1,360

1,431
1,621

1,913
2,204

1,522
1,234

1,040
645

249
65

01,0002,0003,000

０～４歳
５～９歳
10～14歳
15～19歳
20～24歳
25～29歳
30～34歳
35～39歳
40～44歳
45～49歳
50～54歳
55～59歳
60～64歳
65～69歳
70～74歳
75～79歳
80～84歳
85～89歳
90～94歳
95歳以上

（人）

【　女性　】

802
903

1,022
1,174

1,051
982

1,166
1,256

1,395
1,282

1,491
1,660

1,949
2,035

1,619
1,500
1,506

1,110
628

205

0 1,000 2,000 3,000
（人）

【　男性　】

643
881

962
1,098
1,013

852
1,084

1,310
1,449

1,521
1,360

1,413
1,581

1,840
2,074

1,366
988

705
317

84

01,0002,0003,000

０～４歳
５～９歳
10～14歳
15～19歳
20～24歳
25～29歳
30～34歳
35～39歳
40～44歳
45～49歳
50～54歳
55～59歳
60～64歳
65～69歳
70～74歳
75～79歳
80～84歳
85～89歳
90～94歳
95歳以上

（人）

【　女性　】

582
842
895
973
950

827
846

1,120
1,226

1,373
1,247

1,463
1,661

1,909
1,954

1,512
1,349

1,166
687

316

0 1,000 2,000 3,000

（人）
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人口ピラミッド（2025 年） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：住民基本台帳人口（令和元年１０月１日）を基準日として推計 
 
 
 
 
 
 

人口ピラミッド（2040 年） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：住民基本台帳人口（令和元年１０月１日）を基準日として推計 

【　男性　】

576
694

894
947
977

847
838

1,046
1,274

1,429
1,508

1,338
1,380

1,528
1,750

1,879
1,099

663
325

98

01,0002,0003,000

０～４歳
５～９歳
10～14歳
15～19歳
20～24歳
25～29歳
30～34歳
35～39歳
40～44歳
45～49歳
50～54歳
55～59歳
60～64歳
65～69歳
70～74歳
75～79歳
80～84歳
85～89歳
90～94歳
95歳以上

（人）

【　女性　】

535
633

850
869
834

752
705
792

1,083
1,191

1,347
1,253

1,462
1,622

1,839
1,845

1,363
1,058

711
294

0 1,000 2,000 3,000

（人）

【　男性　】

352
435

523
596
593
620
646

737
773
794

1,009
1,240

1,376
1,421

1,202
1,139

1,047
844

495
109

01,0002,0003,000

０～４歳
５～９歳
10～14歳
15～19歳
20～24歳
25～29歳
30～34歳
35～39歳
40～44歳
45～49歳
50～54歳
55～59歳
60～64歳
65～69歳
70～74歳
75～79歳
80～84歳
85～89歳
90～94歳
95歳以上

（人）

【　女性　】

322
403
486
545
519
532
489
519
595
632

728
1,035

1,159
1,314

1,185
1,309
1,329

1,219
806

281

0 1,000 2,000 3,000

（人）
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（２）総人口と高齢化率の推移と推計 

本市の人口の推移をみると、平成２８（２０１６）年より減少傾向で、令和

元（２０１９）年では４５，１３７人となっています。また、年齢３区分別人

口の構成の推移をみると、０～１４歳は減少しているのに対し、６５歳以上は

増加しており、総人口における６５歳以上の人口が占める割合を示す高齢化率

は令和元（２０１９）年で３５．８％となっていますが、予測では令和３年を

ピークに老年人口も減少に転じます。 

その後も、人口は減少し続け、総人口は令和７（２０２５）年で４２，１２

８人、高齢化率は３８．２％と予測されます。 

 

年齢３区分別人口と高齢化率の推移と推計 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：実績は住民基本台帳（各年１０月１日現在）、 

推計は住民基本台帳を基にコーホート変化率法で算出 

  

5,414 5,245 5,081 4,912 4,856 4,744 4,585 4,453 4,302 4,182

26,160
25,504 24,814 24,063 24,429 23,867 23,388

22,852 22,360 21,872

15,818 15,991 16,099 16,162 16,220 16,234 16,209 16,202 16,156 16,074

47,392 46,740 45,994 45,137 45,505 44,845 44,182 43,507 42,818 42,128

33.4
34.2

35.0
35.8 35.6 36.2 36.7 37.2 37.7 38.2

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

平成

28年

平成

29年

平成

30年

令和

元年

令和

２年

令和

３年

令和

４年

令和

５年

令和

６年

令和

７年

(2025年)

(％)(人)

年少人口（０～14歳） 生産年齢人口（15～64歳）

老年人口（65歳以上） 高齢化率

推移 推計
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（３）前期高齢者・後期高齢者数の推移と推計 

本市の前期高齢者・後期高齢者の推移をみると、令和元（２０１９）年の前

期高齢者は７，７２６人で前期高齢化率は１７．１％、後期高齢者は８，４３

６人で後期高齢化率は１８．７％となっています。 

その後、令和７（２０２５）年では前期高齢化率は１６．０％と減少し、後

期高齢化率は２２．２％と上昇することが予測されます。 

 

 

前期高齢者・後期高齢者数の推移と推計 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：実績は住民基本台帳（各年 10 月１日現在）、 

推計は住民基本台帳を基にコーホート変化率法で算出 

 

 

  

7,526 7,604 7,754 7,726 7,801 7,903 7,687 7,363 6,998 6,739

8,292 8,387 8,345 8,436 8,419 8,331 8,522 8,839 9,158 9,335

15.9 16.3 16.9 17.1 17.1 17.6 17.4 16.9 16.3 16.0

17.5 17.9 18.1 18.7 18.5 18.6 19.3
20.3

21.4 22.2

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

0

5,000

10,000

15,000

20,000

平成

28年

平成

29年

平成

30年

令和

元年

令和

２年

令和

３年

令和

４年

令和

５年

令和

６年

令和

７年

(2025年)

（％）（人）

年） 年

前期高齢者人口（65～74歳 後期高齢者人口（75歳以上）

前期高齢化率 後期高齢化率

推移 推計

)
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（４）高齢者世帯数の推移 

高齢者世帯数の推移をみると、高齢単独世帯と高齢者夫婦のみの世帯は増加

しており、令和元（２０１９）年では高齢単独世帯は１，７７５世帯、高齢夫

婦のみの世帯は２，２２８世帯となっています。また、高齢単独世帯の割合と

高齢夫婦のみの世帯の割合は、ともに平成１７（２００５）年より増加してい

ます。 

その後、高齢単独世帯は横ばいで推移し、高齢夫婦のみの世帯は増加するこ

とが予測されています。 

 

 

高齢者世帯数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：平成１７年～平成２７年は国勢調査、令和元年は住民基本台帳人口１０月１日現在） 

推計は令和元年１０月１日を基準日として算出 

 
  

16,070 16,386

16,416 16,370 16,251 16,126 15,986 15,840 15,678 15,516

1,054 1,242 1,659 1,775 1,776 1,775 1,778 1,776 1,776 1,769

1,441 1,668 2,041 2228 2274 2297 2317 2334 2352 2357

6.6
7.6

10.1

10.8 10.9 11.0 11.1 11.2 11.3 11.4

9.0
10.2

12.4
13.6 14.0 14.2 14.5 14.7 15.0 15.2

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

平成

17年

平成

22年

平成

27年

令和

元年

令和

２年

令和

３年

令和

４年

令和

５年

令和

６年

令和

７年

(2025年)

（％）(世帯)

一般世帯 高齢単独世帯 高齢夫婦のみの世帯

高齢単独世帯の割合 高齢夫婦のみの世帯の割合

推移 推計
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444 417 417 417 421 424 428

456 505 507 510 512 511 507

688 644 645 648 654 656 660

488 465 467 470 475 478 482

343 358 360 364 367 369 372
344 352 353 357 359 359 361
224 236 236 236 238 239 242

2,987 2,977 2,985 3,002 3,026 3,036 3,052 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

平成

30年

令和

元年

令和

２年

令和

３年

令和

４年

令和

５年

令和

７年

(人)

 

 

 

（５）高齢化率の日常生活圏域ごとの状況 

高齢化率の地区ごとの状況をみると、鳳来で高齢化率が４４．８％と最も高

く、次いで作手で４４．７％、八名で３５．１％となっています。 

 

高齢化率の地区ごとの状況 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

資料：住民基本台帳（令和２年４月１日現在） 

 

（６）要介護認定者数の推移と推計 

要介護認定者数の推移と推計をみると、わずかに増減を繰り返し、令和元（２

０１９）年では２，９７７人となっています。今後も認定者数は増加し続け、

令和７（２０２５）年では３，０５２人になると予測されます。 

要介護認定者数の推移と推計 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：介護保険事業報告月報（各年９月末現在） 

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２

要介護３ 要介護４ 要介護５

推計推移 

45,745

8,087
11,279

8,852
4,963

10,163

2,401

16,190

2,777 3,240 2,805 1,744
4,550

1,074

35.4 34.3

28.7
31.7
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44.8 44.7

0.0
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0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

新城市全体 新 城 千 郷 東 郷 八 名 鳳 来 作 手

(％)(人)

総人口 65歳以上 高齢化率
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（７）性別・要介護度別の認定者数（令和元年度） 

性別・要介護度別の認定者数をみると、男性では８５～８９歳の要介護１が

７０人で最も多く、次いで９０歳以上の要介護１が５４人、８０～８４歳の要

介護１と８５～８９歳の要介護２が４５人となっています。 

女性では、男性と同様に、８５～８９歳の要介護１が１４１人と最も多く、

次いで９０歳以上の要介護１が１３８人、８５～８９歳の要支援２が１２１人

となっています。 

性別・要介護度別の認定者数（令和元年度） 

 

  要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

男
性 

65～69 歳 10 14 8 6 3 5 11

70～74 歳 11 18 10 9 15 17 8

75～79 歳 19 12 24 20 21 11 8

80～84 歳 23 26 45 36 24 19 15

85～89 歳 33 39 70 45 20 30 17

90 歳以上 26 35 54 44 27 22 8

女
性 

65～69 歳 3 15 3 8 3 6 6

70～74 歳 13 21 8 11 8 10 6

75～79 歳 43 29 34 27 11 13 19

80～84 歳 80 74 101 45 29 35 24

85～89 歳 88 121 141 86 67 60 32

90 歳以上 61 92 138 120 117 120 76

資料：介護保険事業報告月報（各年１０月１日現在） 
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（８）認定率の推移と推計 

認定率の推移と推計をみると、令和元（２０１９）年の１８．１％から、令

和５（２０２３）年は１８．４％、令和７（２０２５）年は１８．７％と上昇

することが予測されます。 

認定率の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

資料：介護保険事業報告月報（各年 10 月１日現在） 

 

（９）事業対象者の推移 

事業対象者の推移をみると、令和２（２０２０）年では９８人と前年と比較

するとおよそ２．４倍となっています。 

事業対象者の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：庁内調べ（各年１０月１日現在） 

 
 
 
  

18.2 18.1 18.1 18.2 18.3 18.4
18.7

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

平成

30年

令和

元年

令和

２年

令和

３年

令和

４年

令和

５年

令和

７年

（％）

0

43
31

41

98

0

20

40

60

80

100

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年

（人）

年）
新城市 東三河 豊橋市 豊川市 蒲郡市

田原市 設楽町 東栄町 豊根村
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1,165 1,203 1,206 1,216 1,227 1,232 1,242

466 496 498 504 505 506 509

138 112 112 113 113 113 116
1,769 1,811 1,816 1,833 1,845 1,851 1,867

10.8 11.1 11.1 11.2 11.3 11.3 11.5

3.7 3.7 3.7 3.7 3.8 3.8 3.8

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

0

500

1,000

1,500

2,000

平成

30年

令和

元年

令和

２年

令和

３年

令和

４年

令和

５年

令和

７年

(％)(人)

 

 

（10）認知症高齢者の実態と推計 

認知症高齢者の実態と推計をみると、令和元（２０１９）年の１，８１１人

から、令和５（２０２３）年は１，８５１人、令和７（２０２５）年は１，８

６７人と予測されます。 

 認知症高齢者の実態と推移 

  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：市提供資料 

 
レベル 判断基準 見られる症状・行動の例 

Ⅰ 
何らかの認知症を有するが、日常生活は家庭内及

び社会的にほぼ自立している。 
  

Ⅱ 

日常生活に支障を来たすような症状・行動や意思

疎通の困難さが多少見られても、誰かが注意して

いれば自立できる。 

  

Ⅱa 家庭外で上記Ⅱの状態がみられる。 
たびたび道に迷うとか、買物や事務、金銭管理な

どそれまでできたことにミスが目立つ等 

Ⅱb 家庭内で上記Ⅱの状態がみられる。 
服薬管理ができない、電話の応対や訪問者との対

応など一人で留守番ができない等 

Ⅲ 
日常生活に支障を来たすような症状・行動や意思

疎通の困難さが見られ、介護を必要とする。 
  

Ⅲa 日中を中心として上記Ⅲの状態が見られる。 

着替え、食事、排便、排尿が上手にできない、時

間がかかる。やたらに物を口に入れる、物を拾い

集める、徘徊、失禁、大声・奇声をあげる、火の

不始末、不潔行為、性的異常行為等 

Ⅲb 夜間を中心として上記Ⅲの状態が見られる。 ランクⅢａに同じ 

Ⅳ 

日常生活に支障を来たすような症状・行動や意思

疎通の困難さが頻繁に見られ、常に介護を必要と

する。 

ランクⅢに同じ 

M 
著しい精神症状や問題行動あるいは重篤な身体疾

患が見られ、専門医療を必要とする。 

せん妄、妄想、興奮、自傷・他害等の精神症状や

精神症状に起因する問題行動が継続する状態等   

Ⅱa～Ⅱb Ⅲa～Ⅲb Ⅳ～Ｍ

第１号Ⅱ以上割合 第１号Ⅲ以上割合

推計推移 
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（11）認知症高齢者の割合の推移と推計 

認知症高齢者割合の推移と推計をみると、令和元（２０１９）年の１１．１％

から、令和５（２０２３）年は１１．３％、令和７（２０２５）年は１１．５％

と予測されます。 

認知症高齢者の割合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：市提供資料 

（12）介護保険給付額の状況 

サービス類型別の要介護認定者１人あたりの介護保険給付額をみると、全国

と比べ、新城市はグループホームや介護老人保健施設の給付額が高く、訪問系

や特定施設の給付額が低くなっています。東三河広域連合の構成市町村の中で

訪問系のサービスが少なく、在宅介護の継続がしづらい現状が当該給付額の実

態に影響していることが考えられます。 

サービス類型別の要介護認定者１人あたりの介護保険給付額 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
資料：地域分析に伴う市町村ヒアリング資料 

10.8 11.1 11.1 11.2 11.3 11.3

11.5

5.0

10.0

15.0

20.0

平成

30年

令和

元年

令和

２年

令和

３年

令和

４年

令和

５年

令和

７年

（％）

新城市 豊橋市 豊川市 蒲郡市 田原市

設楽町 東栄町 豊根村 東三河
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４ 高齢者等実態把握調査結果 
本調査は、東三河広域連合が実施した高齢者ニーズ調査及び要介護等認定者

ニーズ調査（令和元年８月１日～８月１６日）を参考に、高齢者等の介護予防、

生活支援、医療、介護、住まいに関する実態と今後の意向等の現状把握を行っ

たものです。 

 

・集計は、％表示での小数点以下第２位を四捨五入しています。したがって、数値の合計

が１００％にならない場合があります。 

・回答の比率（％）は、その質問の回答者数を基数として算出しています。したがって、

複数回答の設問はすべての比率を合計すると１００％を超える場合があります。 

・本文や図表中の選択肢表記は、語句を短縮・簡略化している場合があります。 
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（１）高齢者ニーズ調査結果 

① 健康や介護予防、認知症予防のための活動 

健康や介護予防、認知症予防のための活動について、『活動していることがあ

る』の割合が９７．４％となっています。具体的な内容としては、「口の中を清

潔にしている（歯みがき、うがいなど）」の割合が７０．９％と最も高く、次い

で、「かかりつけの医師（主治医）に定期的に診てもらっている」の割合が６４．

３％、「たばこを吸わない、または本数を減らしている」の割合が６０．３％と

なっています。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※「活動していることがある」=１００%-「特にない」-「無回答」

％

栄養バランスやかむ回数に気を

つけて食事をしている

口の中を清潔にしている（歯み

がき、うがいなど）

ウォーキングや体操など、定期

的に運動している

規則的な生活を心がけている

（夜更かしをしないなど）

たばこを吸わない、または本数

を減らしている

お酒を飲まない、または飲みす

ぎない

パズルや計算作業など、認知

症予防に取り組んでいる

定期的に健康診断を受けている

かかりつけの医師（主治医）に

定期的に診てもらっている

休養や睡眠を十分にとっている

趣味を楽しんでいる

友人や家族とよく会話をしてい

る

閉じこもらないように外に出る頻

度を増やしている

その他

特にない

無回答

42.6

72.2

47.1

58.2

60.1

51.5

27.0

54.8

63.4

55.4

48.1

51.4

37.1

3.9

2.2

1.3

42.9

70.9

45.8

58.7

60.3

50.4

27.6

59.3

64.3

57.7

52.1

56.2

37.8

3.8

1.7

0.9

0 20 40 60 80

東三河 （回答者数 = 8,020）

新城市 （回答者数 = 653）

活
動
し
て
い
る
こ
と
が
あ
る 
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② 他の人の手助けや活動（ボランティアを含む）への希望 

他の人の手助けや活動（ボランティアを含む）への希望について、「わからな

い」の割合が２４．０％と最も高く、次いで、「あまり手助けや活動をしたいと

は思わない」の割合が２０．２％、「すでに手助けや活動をしている」の割合が

１７．２％となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

％

すでに手助けや活動（ボラン

ティアを含む）をしている

ぜひ手助けや活動（ボランティ

アを含む）をしたい

できれば手助けや活動（ボラン

ティアを含む）をしたい

有償の手助けや活動（ボラン

ティアを含む）であればしてみた

い

あまり手助けや活動（ボランティ

アを含む）をしたいとは思わない

どんな手助けや活動（ボラン

ティアを含む）もしたいとは思わ

ない

わからない

活動程度不明

無回答

11.0

1.5

12.4

2.1

22.1

4.5

30.2

1.4

14.7

17.2

1.8

13.5

2.0

20.2

3.4

24.0

2.6

15.3

0 10 20 30 40 50

東三河 （回答者数 = 8,020）

新城市 （回答者数 = 653）



 

73 
 

参
加
し
て
い
る 

 
③ 地域活動や社会活動への参加 

地域活動や社会活動への参加について、「参加していない」の割合が３１．

１％と最も高く、次いで、「自治会・町内会」の参加の割合が３０．３％、「祭

り・行事」の割合が２９．４％となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

東三河 （回答者数 = 8,020）

新城市 （回答者数 = 653）

％

自然保護活動

公園や近隣の清掃など美化活

動やリサイクル活動

地域（学校・施設・商店街・自治

会など）のイベントの支援

福祉施設などでの活動

趣味やスポーツの指導

交通安全や防犯。防災に関す

る活動

ご高齢の方・障害のある方の話

し相手や身の回りの世話

子育ての相談や手伝い

青少年の健全育成に関する活

動

外国人への支援活動

寄付・募金活動

祭り・行事

自治会・町内会

サークル・自主グループ（住民

グループ）

老人クラブ（老人会）

ボランティア活動

その他

参加していない

無回答

1.5

15.4

9.6

3.4

3.7

5.4

3.5

1.5

2.3

0.5

8.5

18.3

26.3

8.0

13.8

7.8

2.8

37.7

7.3

3.2

15.8

14.5

5.4

3.5

10.4

5.5

1.4

2.1

1.4

8.6

29.4

30.3

9.8

12.6

11.9

3.5

31.1

5.5

0 10 20 30 40 50
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④ 希望する他の人の手助けや活動（ボランティアを含む）の内容 

希望する他の人の手助けや活動（ボランティアを含む）の内容について、「声

かけ・見守り」の割合が３９．３％で最も高く、次いで、「日ごろの話し相手」

の割合が３１．８％、「ごみ出し」の割合が２２．７％となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

％

ごみ出し

買い物

調理

洗濯や部屋の掃除

玄関前や庭などの家周りの掃

除

簡単な力仕事

病院への送迎

病院への付き添いや薬の受け

取り

病院以外の外出時の送迎

病院以外の外出時の付き添い

声かけ・見守り

日ごろの話し相手

金銭管理・書類の確認

市役所・町村役場などでの手続

き

家電器具やパソコンなどの操作

その他

無回答

19.8

17.7

7.1

7.4

21.4

19.0

11.4

8.7

7.4

4.5

40.1

30.9

2.8

7.1

4.6

16.1

3.7

22.7

16.1

5.4

7.0

16.9

18.6

12.0

8.7

7.9

2.9

39.3

31.8

2.5

8.7

3.7

17.4

4.5

0 10 20 30 40 50

東三河 （回答者数 = 2,282）

新城市 （回答者数 = 242）
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⑤ 将来、介護を受けたい場所 

将来、介護を受けたい場所について、「自宅」の割合が３７．１％と最も高く、

次いで「介護施設など」の割合が３５．１％、「わからない」の割合が１７．６％

となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑥ 最期を迎えたい場所 

最期を迎えたい場所について、「自宅」の割合が４７．３％と最も高く、次い

で「わからない」の割合が１５．５％、「どこでもよい」の割合が１５．０％と

なっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

％

自宅

病院

介護施設など

その他

わからない

場所不明

無回答

35.3

8.7

32.6

0.8

19.5

0.6

2.3

37.1

5.2

35.1

1.2

17.6

0.9

2.9

0 10 20 30 40 50

東三河 （回答者数 = 8,020）

新城市 （回答者数 = 653）

東三河 （回答者数 = 8,020）

新城市 （回答者数 = 653）

％

自宅

病院

介護施設など

その他

どこでもよい

わからない

無回答

41.4

14.8

5.9

0.9

14.9

19.5

2.5

47.3

12.4

6.0

0.6

15.0

15.5

3.2

0 10 20 30 40 50
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⑦ 将来、ご⾃⾝やご家族が認知症になるおそれがあることに対しての不安 

将来、ご自身やご家族が認知症になるおそれがあることに対しての不安につ

いて、「不安があるが軽減できていない」の割合が３４．６％と最も高く、次い

で「不安があるが、軽減できている」の割合が２５．６％、「不安はない」の割

合が１７．５％となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
  

回答者数 =

東三河 8,020

新城市 653

25.1

25.6

34.9

34.6

19.2

17.5

20.8

22.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

不安があるが、軽減できている 不安があるが軽減できていない

不安はない 無回答
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（２）要介護等ニーズ調査結果 

① 介護が必要となった原因 

介護が必要となった原因について、「認知症（アルツハイマー病など）」の割

合が２８．６％と最も高く、次いで「骨折・転倒」の割合が２１．４％、「高齢

による衰弱」の割合が２１．２％となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

％

脳卒中（脳出血・脳こうそくなど）

心臓病

がん（悪性新生物）

呼吸器の病気（肺気腫・肺炎な

ど）

関節の病気（リウマチなど）

認知症（アルツハイマー病など）

パーキンソン病

糖尿病

視覚・聴覚障害

骨折・転倒

脊椎（せきつい）損傷

高齢による衰弱

わからない

その他

無回答

18.0

8.9

4.3

4.5

6.6

29.1

4.1

7.5

5.0

23.9

6.9

21.7

2.0

11.1

3.1

19.4

10.8

3.9

4.1

7.5

28.6

2.7

7.8

4.5

21.4

7.8

21.2

1.6

11.0 

3.7

0 10 20 30 40 50

東三河 （回答者数 = 5,579）

新城市 （回答者数 = 510）
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② 介護期間 

介護期間について、「１年以上～３年未満」の割合が２５．８％と最も高く、

次いで「３年以上～５年未満」の割合が２０．６％、「５年以上～７年未満」の

割合が１５．９％となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

③ 介護を⾏う上で負担や悩みを感じることの有無 

介護者が介護を行う上で負担や悩みを感じることの有無について、「時々、負

担や悩みを感じる」の割合が３４．９％と最も高く、次いで「常に、負担や悩

みを感じる」の割合が２２．０％、「特に負担や悩みはない」の割合が１９．２％

となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

％

半年未満

半年以上～１年未満

１年以上～３年未満

３年以上～５年未満

５年以上～７年未満

７年以上～10年未満

10年以上

無回答

4.6

8.4

26.1

21.8

13.3

9.8

12.3

3.8

3.8

6.6

25.8

20.6

15.9

8.8

14.0

4.4

0 10 20 30

％

特に負担や悩みはない

ごくまれに、負担や悩みを感じ

る

時々、負担や悩みを感じる

常に、負担や悩みを感じる

負担や悩みを感じる（程度不

明）

無回答

18.7

14.0

31.3

28.2

2.3

5.5

19.2

15.4

34.9

22.0

1.9

6.6

0 10 20 30 40 50

東三河 （回答者数 = 3,946）

新城市 （回答者数 = 364）

東三河 （回答者数 = 3,946）

新城市 （回答者数 = 364）



 

79 
 

 
④ 介護を⾏う上での負担や悩みの内容 

介護者が介護を行う上での負担や悩みについて、「精神的負担が大きい」の割

合が６７．４％と最も高く、次いで「肉体的負担が大きい（睡眠不足・腰痛な

どを含む）」の割合が３９．６％、「介護のストレスから、イライラして本人に

当たってしまうことがある」の割合が２８．９％となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

東三河 （回答者数 = 2,991）

新城市 （回答者数 = 270）

％

経済的負担が大きい

精神的負担が大きい

肉体的負担が大きい（睡眠不

足・腰痛などを含む）

日中は仕事などで不在となるこ

とが多い

夜間の介護の負担が大きい

介護サービスをもっと利用した

いが、本人が嫌がる

看護サービスをもっと利用した

いが、家族や周囲が反対する

介護サービスをもっと利用した

いが、限度額がいっぱいである

介護者の都合などにあわせて柔軟

に使える介護サービスがない

介護の方法がわからない

介護のために仕事や家事、育

児が思うようにできない

介護のことが気になって、思うよ

うに外出できない

介護者のための相談窓口が少

ない

介護のストレスから、イライラして

本人に当たってしまうことがある

その他

無回答

18.5

67.4

39.6

27.8

8.9

20.0

0.7

10.7

7.0

2.6

7.8

27.0

3.7

28.9

6.7

2.6

67.4

39.6

28.9

27.0

27.8

18.5

20.0

10.7

7.8

8.9

7.0

3.7

2.6

0.7

6.2

2.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80
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５ 高齢者福祉に関するアンケート調査 
本調査は、「第８期高齢者福祉計画」策定の基礎資料として、新城市在住の方

を無作為抽出して本市で調査を行ったものです。 

 

（１）回答者の属性について 

① 性別 

「男性」の割合が５２．６％、「女性」の割合が４７．４％となっています。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

② 世帯構成 

「夫婦のみ世帯」の割合が４１．４％と最も高く、次いで「２世代同居（自分

と子ども）」の割合が２６．３％、「３世代同居」の割合が１４．８％となってい

ます。 

 

 

 

 

 
 
  

男性 女性

回答数 =

  384 52.6 47.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ひとり暮らし 夫婦のみ世帯

２世代同居（自分と親） ２世代同居（自分と子ども）

３世代同居 その他

回答数 =

  384 11.2 41.4 4.2 26.3 14.8 2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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（２）介護について 

① 介護が必要となったと想定した時、頼れる人がいるか 

「はい」の割合が８６．２％、「いいえ」の割合が１３．８％となっています。 

 
 
 
 
 
 
 

② ①で「はい」と回答した人へ、それは誰ですか 

「配偶者」の割合が５０．０％と最も高く、次いで「子」の割合が４２．３％

となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

③ 介護が必要になった時に望む生活 

「自宅で介護サービス（訪問サービス、通所サービス等）を利用」の割合が

５０．１％と最も高く、次いで「わからない」の割合が２１．１％、「老人ホー

ム等の施設を利用」の割合が１５．２％となっています。 

 
 
 
 
 
 
  

はい いいえ

回答数 =

  384 86.2 13.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答数 =

  389 50.1 5.1 15.2 6.7 21.1 1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自宅で介護サービス（訪問サービス、通所サービス等）を利用

自宅で家族や地域の支援を受けて生活（サービス等は利用しない）

老人ホーム等の施設を利用

医療機関に入院

わからない

その他
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④ これまでに介護の経験があるか 

「はい」の割合が６３．０％、「いいえ」の割合が３７．０％となっています。 

 

 

 

 

 

 
 

⑤ ④「はい」と回答した人へ、どのような介護をしたか 

「親」の割合が７８．３％と最も高く、次いで「配偶者」の割合が１５．０％

となっています。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑥ ④「はい」と回答した人へ、介護をする時に最も負担と感じたこと 

「精神的な負担」の割合が４９．８％と最も高く、次いで「身体的な負担」の

割合が３２．６％となっています。 

 
 
 
  

はい いいえ

回答数 =

  368 63.0 37.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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（３）介護保険について 

① 新城市の福祉、介護保険などに関する情報の入手先 

「市の広報誌「ほのか」」の割合が４２．４％と最も高く、次いで「知人・友

人」の割合が１３．１％、「市が発行するパンフレット等」の割合が１３．０％

となっています。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 重要であると思う新城市の高齢者福祉サービス 

「配食サービス（一部負担が必要）」の割合が２７．３％と最も高く、次いで

「緊急通報サービス」の割合が２６．３％、「高齢者タクシー料金助成、介護タ

クシー料金助成」の割合が１７．６％となっています。 
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③ 新城市の高齢者福祉サービスは充実していると思うか 

「わからない」の割合が５２．９％と最も高く、次いで「どちらともいえな

い」の割合が３１．８％、「充実している」の割合が１０．１％となっています。 

 

 

 

 

 
 
 
 

（４）高齢施策について 

① 新城市の高齢者福祉施策として、今後取り組むべきことは何か 

「高齢者の日常生活の支援」の割合が２８．１％と最も高く、次いで「認知

症の方やその家族への支援の充実」の割合が１７．８％、「相談支援体制の充実」

の割合が１７．６％となっています。 

 
 
 
  

充実している 充実していない どちらともいえない わからない

回答数 =

  365 10.1 5.2 31.8 52.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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② 「２. 高齢者の日常生活の⽀援」と答えられた方へ、項目について 

「移動支援」の割合が３０．６％と最も高く、次いで「買い物支援」の割合が

２８．７％、「見守り体制」の割合が２４．６％となっています。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（５）⾃由意⾒ 

① 主な意⾒（５０件より抜粋） 

・公助に頼りすぎては、税金が際限ない。まずは、自助・互助が基本だと思い

ます。自分の生活設計をしっかりと築く日々の生活を若いころからやって

いく自覚が必要だと思います。 

・「相談支援体制の充実」、「高齢者の日常生活の支援」、「地域住民による支え

合いの推進」は高齢者が増える新城市にとって必要な施策、願いです。 

・できるだけ在宅介護でお願いしたい。 

・現在実施している高齢者福祉施策を定期的に情報を流してほしい。また、各

施策を体験してみたい。 

・住み慣れた自宅で自分らしく最期を迎えたいと思っています。それには家

族の協力は勿論のこと、公的な援助も受けながら安心して暮らせるよう、

一層の取り組みをお願いします（在宅医療、介護ケア、メンタルケア他）。

過疎化にあっては、これらの連携プレーが必要だと思います。 

・高齢者の活動する場所が少ないように思われます。もう少し集まって色々

交流をしたい。交通手段も少なく、車を運転できるうちはいいが、できなく

なった時には出かけられなくなるので、市バスの本数を増やすとか介護タ

クシーなどで出かけられるとよい。 
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６ ⽤語解説 
 

【あ行】 

【ＩＣＴ】 

情報通信技術のこと。介護の場では、モバイル端末により、いつでもどこでも利用者の情報や画像

をスタッフ間で共有できたり、センサーによる見守りや、スタッフの勤務シフトの作成等、業務の

効率化が期待される。 

 

【エンディングノート】 

病気になった時の延命措置など、人生の終末期に迎える死に備えて、自身の希望や伝えておきたい

ことを、あらかじめ家族や周りの人に書き留めておくノート。 

 

【か行】 

【介護支援専門員（ケアマネジャー）】 

介護保険法第７条第５項に規定された、要介護者等からの相談に応じて、その心身の状況等により

適切な居宅サービス及び施設サービス等を利用できるよう、市町村、居宅サービス事業者、介護保

険施設等との連絡調整を行う。 

 
【介護ボランティアポイント】 

地域支援事業交付金を活用した厚生労働省の認可を受けた有償ボランティア制度のこと。 

 
【基本チェックリスト】 

日常生活の状況及び心身の状態に関する質問により、介護が必要な状態かどうかを含めた現在の状

態を確認するもの。 

 
【協議体】 

定期的な情報共有・連携強化の場。行政機関、コーディネーター、地域の関係者等、意欲ある住民

等から構成される。 

 
【軽費老人ホーム（ケアハウス）】 

６０歳以上（夫婦のどちらかが６０歳以上）で、かつ、身体機能の低下等が認められまたは高齢等

のため、独立して生活するには不安が認められる者で、家族による援助を受けることが困難な者が

低額な料金で利用できる施設。 

 

【区域運行】 
運行経路や時刻を定めず、旅客の需要に応じた乗合運送を行う運行形態のことをいう。運行形態は、

区域運行のほかに、路線定期運行（経路、時刻を固定）や路線不定期運行（経路を固定、時刻を固

定しない）がある。 

 

【健康づくりリーダー】 

健康づくりに理解と関心があり、健康づくりに関する指定の研修を受けて登録された健康づくりの

ボランティアとして活動している者をいう。 
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【口腔（機能）】 
咀嚼（かみ砕く）・嚥下（飲み込む）・発音など、主に「食べる」「話す」に関わる機能を指す。 

 

【高齢者生きがい活動支援通所事業（ミニデイサービス）】 

地域のボランティアグループ等が実施する、介護予防につながる「高齢者の通いの場」をいう。 

 

【高齢者生活福祉センター】 

通所介護施設（デイサービスセンター）等に居住部門を合わせ整備した小規模多機能型施設。 

 
【高齢者世話付住宅（シルバーハウジング）】 

バリアフリーに対応した公共賃貸住宅に、60歳以上の高齢者を対象に安否の確認や緊急時対応のサ

ービスを行う生活援助員（ライフサポートアドバイザー＝LSA）を配置した住宅のこと。 

 

【高齢者ふれあい相談センター】 

高齢者とその家族の相談に応じ、サービスや制度に関する情報提供、関係機関の紹介等を実施して

いる窓口。 

 

【国保データベース（ＫＤＢ）システム】 

国保連合会が保険者の委託を受けて行う委託業務を通じて管理する「特定健診・特定保健指導」「医

療（後期高齢者医療含む）」「介護保険」等の情報を活用し、統計情報や「個人の健康に関する情報」

を提供し、保険者の効率的かつ効果的な保健事業の実施をサポートすることを目的として構築され

たシステム。 

 

【さ行】 

【災害時要援護者】 

高齢者世帯、要介護者、障害がい者、難病患者、妊婦、５歳未満の乳幼児、日本語に不慣れな外国

人といった災害時に１人で避難が難しい住民のこと。 

 

【サービス付き高齢者向け住宅】 

平成23年の「高齢者の居住の安定確保に関する法律（高齢者住まい法）」の改正により創設された

登録制度で、高齢者にふさわしい設備や構造を有し、安心できる見守りサービスを確保された賃貸

等の住まい。 

 

【事業対象者】 

基本チェックリストにより生活機能の低下がみられ、介護予防や生活支援が必要な者をいう。 

 

【自立支援活動】 

高齢者の自主性を尊重し、自分らしく生活するために受ける日常生活に関わるさまざまな支援を指

す。歩行やトイレ介助などの身体的支援に加え、精神的な自立、社会的な自立を支援する行為も含

む。 
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【シルバー人材センター】 

一定地域に居住する定年退職者等の高齢者を会員として、その希望に応じた臨時的・短期的または

軽易な就業の機会を確保、提供することを目的として設立された都道府県の指定する公益法人。ま

た、厚生労働大臣に届け出て、無料職業紹介事業や一般労働者派遣事業を行うことができる。 

 

【生活援助員】 

高齢者世話付住宅に居住する高齢者に対し、その者の居住する住宅に併設又は隣・近接するデイサ

ービス運営事業を実施する老人福祉施設等から生活援助員を派遣して生活指導・相談、安否の確認、

一時的な家事援助、緊急時の対応等のサービスを提供することによって、これらの者が自立して安

全かつ快適な生活を営むことができるよう、その在宅生活を支援する者をいう。 

 

【生活支援】 

身体介護のような直接的な介護ではなく、利用者の意思を尊重し、その生活を支えること。具体的

には炊事や洗濯・買い物・ごみ出しなどの日常的な家事、外出、見守り、大掃除などの非日常的な

家事や仲間づくりなどの交流などを指す。 

 

【生活支援コーディネーター】 

高齢者の生活支援等サービスの体制整備を推進していくことを目的に、地域において、生活支援等

サービスの提供体制の構築に向け資源（サービス）開発や関係者間のネットワークの構築を行う者

をいう。 

 

【生活習慣病】 

食習慣・運動習慣・休養・喫煙・飲酒等の生活習慣が、その発症・進行に関与する症候群。「健康

日本21」には「がん・心臓病・脳卒中・糖尿病等」と位置付けられている。 

 

【生産年齢人口】 

生産活動の中心にいる人口層。１５歳以上６５歳未満の人口が該当する。 

 

【成年後見制度】 

判断能力が十分でない者（認知症高齢者・知的障害者・精神障害者等）を保護するための制度。 

 
【た行】 

【団塊の世代】 

日本に置いて第一次ベビーブーム（昭和２２年～昭和２４年）の時期に生まれた世代を指す。高度

経済成長やバブル景気を経験し、それまでの世代とは文化的な面や思想的な面で大きく変化したと

言われている。 

 

【地域共生社会】 

制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様

な主体が 『我が事』として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて『丸ごと』つながる

ことで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会のこと。 

  



 

89 
 

 

【地域ケア会議】 

地域包括支援センター等が主催し、個別ケースの課題から、地域に共通した課題を明確化し、その

地域課題の解決に必要な資源開発や地域づくり、政策形成につなげることを目的としている。医

療・介護等の専門職以外に、地域に関わるさまざまな職種の人が参加している。 

 

【地域支援事業】 

高齢者が要介護・要支援状態となることを予防するとともに、要介護状態となった場合にも、可能

な限り地域において自立した日常生活を営むことができるよう支援するための事業を行うことを

いう。 

 

【地域包括ケアシステム】 

団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を目途に、厚生労働省が構築を目指す介護・医療・福祉

の連携の支援体制。重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期

まで続けることができるように、住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される。こ

の地域包括ケアシステムを推進していくため（１）在宅医療や訪問看護の充実など医療との連携強

化、（２）24時間対応の定期巡回・随時対応サービス等の創設による在宅サービスの強化など介護

サービスの充実、（３）健康寿命を延ばすための介護予防に向けた取り組み、（４）見守りや配食、

買い物といった生活支援サービスの推進、（５）サービス付き高齢者向け住宅など高齢者の住まい

の整備などを行っている。 

 

【地域包括支援センター】 

地域住民の心身の健康保持や生活安定のために必要な援助を行うことにより、保健医療の向上や福

祉の増進を包括的に支援することを目的とした機関。また、市町村から介護予防支援事業者として

の指定を受け、要支援者に対する「介護予防サービス計画」（ケアプラン）の作成等のケアマネジ

メントを行う。 

原則として、保健師、社会福祉士、主任介護支援専門員の３職種を配置することとしている。 

 
【チームオレンジ】 

市町村がコーディネーターを配置し、地域において把握した認知症の方の悩みや家族の身近な生活

支援ニーズ等と認知症サポーター（基本となる認知症サポーター養成講座に加え、ステップアップ

研修を受講した者）を中心とした支援者をつなぐ仕組み。 

 
【超高齢社会】 

全人口に対して６５歳以上の人口が２１％を占める社会のこと。全人口に対して６５歳以上の人口

が７％を越えると「高齢化社会」、１４％を越えると「高齢社会」という。 

 
【デマンド型】 

路線バスとタクシーの中間的な位置にある交通機関。利用者の事前予約により運行するという特徴

があり、運行方式や運行ダイヤ、発着地の自由度の組み合わせにより、多様な運行形態が存在す

る。（【区域運行】はＰ８６【か行】参照） 
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【特定施設入居者生活介護】 

特定施設に入居している要介護者を対象として行われる日常生活上の世話、機能訓練、療養上の世

話のことであり、介護保険の対象。特定施設の対象となる施設は、有料老人ホーム、軽費老人ホー

ム(ケアハウス）、養護老人ホーム。 

 
【な行】 

【南部圏域】 

東三河広域連合の構成市町村のうち、豊橋市、豊川市、蒲郡市、田原市の４市を指す。 

 

【ニーズ】 

生活全般の解決すべき課題のこと。 

 

【日常生活圏域】 

介護保険事業計画において、住民が日常生活を営んでいる地域として、地理的条件、人口、交通事

情その他の社会的条件、介護給付等対象サービスを提供するための施設の整備の状況その他の条件

を総合的に勘案して市町村が定める区域。当市では中学校区を指す。 

 
【日常生活自立支援事業】 

認知症高齢者や知的障がい者、精神障がい者等判断能力が不十分な人が地域で自立した生活が送れ

るよう、福祉サービスの利用に関する手続の援助や利用料の支払い等一連の援助を行うもの。 

 

【認知症】 

認知症とは、「一旦正常に発達した知的機能が、後天的な脳の器質的な障害により持続的に低下し、

日常生活や社会生活が営めなくなっている状態」と定義されている。 

 

【認知症カフェ】 

認知症の人やその家族が、地域の人や専門家と相互に情報を共有し、お互いを理解し合う場として

設置しているカフェ。認知症の人やその家族、関係者以外でも、誰でも利用できる。 

 

【認知症ケアパス】 

認知症の進行状況に合わせ、いつ、どのような医療や介護サービスを受ければよいのか、これらの

流れを標準的に示し、認知症の人とその家族に示すことを目的として作成したもの。認知症につい

ての基本的な知識などを掲載している。 

 

【認知症サポーター】 

認知症について正しい知識をもち、認知症の人やその家族の気持ちを理解し、状況に応じた声かけ

や手助けを行う応援者。「認知症の理解」や「認知症サポーターの役割」等について６０分～９０

分の講座を受講し、修了者にはサポーターの証となる「オレンジリング」が交付される。 

 
【認知症初期集中支援チーム】 

医療・介護の専門職が家族の相談等により認知症が疑われる人や認知症の人及びその家族を訪問

し、必要な医療や介護の導入・調整や、家族支援などの初期の支援を包括的、集中的に行い、自立

生活のサポートを行うチームのこと。  
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【認知症地域支援推進員】 

市町村において、認知症の方とその家族への相談支援や、医療機関・介護サービスとの連携、認知

症に関する事業の企画・調整などを行う専門職。 

 

【は行】 

【８０５０世帯】 

８０代の親が収入のない５０代の子どもの生活を支え、行き詰まってしまっている世帯のことを指

す。 

 

【はつらつ世代】 

６５歳以上の高齢者のうち、健康で地域活動や経済活動に積極的に参加したいという意思を持たれ

る方を総称する新城市の造語。（第2次新城市総合計画より） 

 
【バリアフリー】 

高齢者、障がい者が社会生活をしていく上で障壁（バリア）となるものを取り除くという意味で、

もともと住宅建設用語で登場し、段差等障壁の除去をいうことが多いが、より広く障がい者等の社

会参加を困難としている社会的、制度的、心理的なすべての障壁の除去をいう意味でも用いられる。 

 
【病診連携】 

より良い医療を提供するために、近隣の診療や病院が役割を分担し、患者を紹介し合う仕組み。 

 
【福祉避難所】 

主として高齢者、障がい者、乳幼児その他の特に配慮が必要な者を滞在させることを想定し、災害

対策基本法施行令に規定された避難所。 

 

【福祉有償運送】 

バスやタクシー－事業では十分な輸送サービスが提供されず、地域の交通や移動制約者の輸送が確

保されていない場合において、公共の福祉を確保する観点から市町村やＮＰＯ法人等に認められて

いる、ボランティア有償運送のこと。 

 

【ブランチ】 

地域包括支援センターの業務全般を効果的に推進するため、在宅介護支援センター（ふれあい相談

センター）等に、住民の利便性を考慮して地域の住民から相談を受け付け、集約した上で地域包括

支援センターにつなぐための窓口として設置するもの。 

 

【フレイル】 

健康な状態と要介護状態の中間に位置し、身体的機能や認知機能の低下が見られる状態のことを指

す。 

 

【北部圏域】 

東三河広域連合の構成市町村のうち、新城市、設楽町、東栄町、豊根村の1市3町村を指す。 
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【や行】 

【ユニバーサルデザイン】 

障がいの有無や年齢、性別、人種等に関わらず、多様な人々が利用しやすいよう都市や生活環境を

デザインする考え方。 

 

【要援護高齢者】 

災害時に一般の人々と同じような危険回避行動や避難行動を行うことができず、避難生活、生活の

再建、復旧活動において他者による援護を必要とする高齢者のこと。 

 

【要介護状態】 

身体上または精神上の障がいがあるために、入浴・排泄・食事等の日常生活における基本的な動作

の全部又は一部について、一定期間にわたり継続して常時介護を要すると見込まれる場合であっ

て、その介護の必要の程度に応じて要介護状態の区分のいずれかに該当する状態のこと。 

 

【養護老人ホーム】 

６５歳以上で、環境上の理由または経済的理由により居宅における生活が困難な方が入所される施

設。 

 
【有料老人ホーム】 

老人福祉法に基づく施設で、高齢者を入所させ、食事の提供・介護の提供・家事の供与・健康管理

の供与のいずれかを実施している施設。サービス付き高齢者向け住宅において、これら４つのサー

ビスのいずれかを提供する住宅も有料老人ホームに該当する。介護保険制度の「特定施設入所者生

活介護」を利用できる。 

 
【ら行】 

【理学療法（理学療法士）】 

厚生労働大臣の免許を受け、理学療法士の名称を用い、身体に障害のある人に対して、医師の指示

のもと、運動療法や物理療法（熱や電気、水などを用いた療法）等を用いた機能回復訓練を行う者

をいう。 
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７ 新城市高齢者福祉計画策定の体制 

（１）計画策定の経緯 

 
年  月  日 実 施 事 項 内容 

令和元年８月１日～１６日 
東三河広域連合が高齢者実態

把握調査実施 

 

 

 

令和２年６月２日～２２日 

市内在住の７４歳の方に対し

高齢者福祉に関するアンケー

ト調査実施 

 

令和２年７月２７日 
第１回新城市高齢者福祉計画

策定会議 

計画の概要、課題・計画骨子、

今後のスケジュール 

令和２年９月１５日 
第２回新城市高齢者福祉計画

策定会議 

施策体系、計画構成案、体系・

骨子の検討 

令和２年１１月１０日 
第３回新城市高齢者福祉計画

策定会議 

前回会議後の意見、計画素々

案、パブリックコメント 

令和３年１月１２日～ 

２月１０日 
パブリックコメント実施 

 

 

 

令和３年２月１７日 

（書面会議） 

第４回新城市高齢者福祉計画

策定会議 

パブリックコメントの結果報

告、計画の最終確認 
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（２）新城市高齢者福祉計画策定会議設置要綱 

（設置） 
第１条 多様な意見を反映した老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第２０条の８第１項の規定

に基づく新城市高齢者福祉計画（以下「計画」という。）を策定するため、新城市高齢者福祉計画策

定会議（以下「策定会議」という。）を置く。 
 （所掌事務） 
第２条 策定会議は、計画の策定に関する事項について検討する。 
 （組織） 
第３条 策定会議は、委員１５人以内で組織する。 
（委員） 

第４条 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱又は任命する。 
⑴ 福祉関係団体を代表する者 

 ⑵ 医療介護関係団体を代表する者 
⑶ 市民又は市民団体を代表する者 
⑷ 関係行政機関を代表する者 
⑸ その他市長が必要があると認める者 

２ 委員の任期は、前項の規定による委嘱の日から計画を策定する日までの間とする。 
（会長及び副会長） 

第５条 策定会議に会長及び副会長を置く。 
２ 会長は、委員の互選によって定め、副会長は、会長が指名する。 
３ 会長は、会務を総理し、策定会議を代表する。 
４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理す

る。 
（会議等） 

第６条 会長は、策定会議を招集し、その会議の議長となる。 
２ 会長は、必要があると認めるときは、その会議に関係者を出席させ、説明若しくは意見を聴き、

又は資料の提出を求めることができる。 
（調整会議） 

第７条 計画の策定に関する必要な事項の調整、調査等を行うため、策定会議に調整会議を置くこと

ができる。 
２ 調整会議は、計画の策定に関係のある部署の職員で構成する。 
（庶務） 

第８条 策定会議の庶務は、健康福祉部において処理する。 
（委任） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 
附 則 

この要綱は、令和２年 ３月 ５日から施行する。  
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（３）新城市高齢者福祉計画策定会議委員名簿 

(敬省略) 

役職 代表区分 氏名 

会長 社会福祉法人新城市社会福祉協議会 前澤 このみ 

副会長 新城市民生委員児童委員協議会 村 川  賢 一 

委員 一般社団法人新城市医師会 原田 直太郎 

委員 新城歯科医師会 大 橋  憲 司 

委員 新城薬剤師会 菅 谷  彰 尋 

委員 介護サービス事業者（施設サービス） 天 野  知 徳 

委員 介護サービス事業者（居宅介護支援事業所） 林  朝 子 

委員 介護サービス事業者（居宅サービス） 澁 谷  浩 二 

委員 新城市代表区長会 鈴 木  裕 滋 

委員 新城市老人クラブ連合会 第１号被保険者代表 加 藤  芳 美 

委員 ボランティア団体 岡 田  節 枝 

委員 愛知県新城設楽福祉相談センター 長 坂  嘉 彦 
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